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第２節 世田谷版地域包括ケアシステムを支える基盤整備 
 

 

世田谷版地域包括ケアシステムを下支えする基盤の整備を推進します。具体的には、地域づくり、

人権擁護の推進、福祉人材の確保及び育成・定着支援、地区をバックアップする体制、先進技術の

積極的な活用、保健福祉サービスの質の向上、福祉文化の醸成といった取組みを進めます。 

 

 

 
図表 世田谷版地域包括ケアシステムを支える基盤整備のイメージ図 

  

２ 
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推進施策１ 地域づくり 

 

▶▶関連する SDGs のゴール 

 

 

 

  

● 各地区では、地域包括ケアの地区展開として「参加と協働の地域づくり」を実施しています。「参加と

協働の地域づくり」では、地区の現状や課題を広く把握し、地区の課題解決に向けた取組みを促進

するため、地区アセスメントを作成しています。 

● 「福祉の相談窓口」に寄せられた区民の困りごとや、地域ケア会議、地区アセスメントから地区の課

題を抽出し、四者連携会議で共有しています。四者連携会議の結果を踏まえて、地区に必要な資源

の分析をおこない、資源開発に結びつけています。 

● 各地区での取組事例や地域活動を「地域包括ケアの地区展開報告会」にて報告し、共有することで、

資源開発の手法等を学び、地区の資源開発に役立てています。 

実施年 開催内容 

平成 29 年（２０１７年） ○事例発表：池尻・北沢・用賀・砧・上北沢地区 

平成 30 年（２０１８年） ○事例発表：上町・松沢・深沢・成城・上祖師谷地区 

令和元年（２０１９年） 〇事例発表：下馬・新代田・九品仏・喜多見・烏山地区 

令和２年（２０２０年） 〇事例発表：上馬・代沢・奥沢・祖師谷地区 

令和３年（２０２１年） 〇事例発表：太子堂・梅丘・等々力・船橋地区 

令和４年（2022 年） 〇事例発表：若林・経堂・松原・上野毛・二子玉川地区 

令和５年（2023 年） ○事例発表：池尻・北沢・上北沢・上祖師谷・烏山地区 

 

 

 重層的支援体制整備事業―地域づくり事業―  

多様な地域づくりの担い手が出会い、学び合うことで地域における活

動の活性化・発展が図られています。 

区では、これまで各分野において地域づくりを進めるとともに、すべての地区において地域包括

ケアの地区展開を実施し、参加と協働の地域づくりを実践してきました。 

一方で、課題の多様化や、複雑化・複合化などにより、既存の事業に留まらない地域づくりが求

められています。 

また、持続可能な社会を構築するためには、多様な出会いの機会・場を創出し、区民や事業者、

行政が持つそれぞれのアイデアや技術、ノウハウなどを組み合わせることで、新たな価値創造を可

能とする地域社会を実現していく必要があります。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 
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● 福祉の各分野においても地域づくりを進めています。 

【社会福祉法第１０６条の４第２項第３号（地域づくり事業）を構成する地域づくり事業】 

 事業名 主な区の取組み内容 

介護 

地域介護予防活

動支援事業 

 

〇通いの場づくり 

運動等による介護予防を目的とした自主活動団体の立ち上げ及び自主活動

団体への活動継続支援など「通いの場」づくりを実施しています。 

〇せたがやシニアボランティア・ポイント事業 

高齢者が地域活動に参加するきっかけの一つとして、「せたがやシニアボ

ランティア・ポイント事業」を実施することで、健康寿命の延伸及び地域で

支えあう仕組みづくりを推進しています。 

生活支援体制 

整備事業 

社会福祉協議会に生活支援コーディネーターを配置し、高齢者等の地域

における自立した日常生活の支援等の体制の整備を推進しています。ボ

ランティア等を担い手とした生活支援等サービスの資源開発、サービス提

供主体間のネットワークの構築、ニーズに応じた資源のマッチング等を行

っています。また、生活支援コーディネーター、生活支援サービスの提供

主体及び地域活動団体等が参画し、定期的な情報共有及び連携・協働に

よる資源開発等を推進することを目的とした協議体を、全区及び各地区

において実施しています。 

障害 
地域活動支援セン 

ター機能強化事業 

地域住民や他機関とのプログラム、商店街活動への参加、地域中学生職

場体験受入れや調理実習などを実施しています。 

子ども 
地域子育て支援拠

点事業 

子育て親子の交流の場の提供や、交流の促進、子育てに不安や悩み等を

持っている保護者に対する相談や援助を行うとともに、必要な情報提供

や子育て、子育て支援に関する講習などを実施しています。 

生活困窮 

生活困窮者支援等

のための地域づく

り事業 

〇フードパントリー事業 

地域の社会福祉法人や NPO 法人、子ども食堂等地域支援に携わる方等

と連携し、食の支援を通じて身近な地域で生活困窮者を支えています。 

〇ひきこもりの状況に関する理解促進を目的としたセミナー等の開催 

複雑化・複合化した問題を抱えがちなひきこもりへの理解促進や、地域住

民の活動を活性化させ、身近な地域でひきこもり当事者や家族を支える

共助の取組みを推進しています。 

● 各地区においては、子ども・子育てに関する資源開発として、児童館と地域子育て支援コーディネー

ター、社会福祉協議会地区担当者が連携し、地域人材の発掘や活動団体間の連携に向けたコーデ

ィネート等に取り組んでいます。 

● 地区では高齢者を対象としたスマホ講座に学生のボランティアが参加するといったことや、認知症の

アクションチームが子どもたちに認知症に関する絵本の読み聞かせを行うなど、少しずつですが、多

世代交流や地域共生につながる取組みが始まっています。 
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● 複雑化・複合化した課題を抱えた方や制度の狭間のニーズを抱えた方に寄り添い、伴走支援を実践

するためには、本人やその世帯の希望に沿った多様な場・居場所が必要です。 

● 地区や地域には多様な区民のつながりや活動があり、団体間の情報共有や協働は現在も行われて

いますが、横につながり交流する機会を増やし、活動の活発化と相乗効果の発揮を図ることで、団体

活動の活性化と地区・地域の課題解決に資するものと考えられます。 

● 将来の人口減少局面を見据え、次代の社会を担う子ども・若者が住み続けたい、住みたくなる地域

づくり、子育てしやすい環境づくりを推進していかなければなりません。子育て世帯や子育てを支え

る多様な世代が、交流できる場や機会を充実させる必要があります。 

● 福祉的な活動だけではなく、楽しそう、面白そうといった興味・関心から地域におけるつながりが生ま

れる場や取組みにも着目し、環境整備を行うことが必要です。 

● また、多様な主体が出会い、つながりの中からさらなる展開を生む機会となるプラットフォームを形

成することで、ワクワクする地域づくりを進めていく必要があります。 

 

 

● 複雑化・複合化した課題を抱えた方や制度の狭間の支援ニーズを抱えた方に寄り添い、伴走支援を

実践するため、多様な場・居場所づくりや、人と人、人と資源をつなぎ、顔の見える関係性や気にかけ

合う関係性を地区で生み出していきます。 

● 地区においては地区アセスメントを区民参加により意見を伺いながら作成（更新）し、また地域にお

いては世田谷区地域行政推進計画に示す地域経営方針により、課題と対応の方向性を明らかにし

ます。あわせて課題の共有化を図るとともに、参加と協働による課題の解決を促進します。 

● 地区において地区情報連絡会を開催し、地区で活動する団体等が幅広く情報や課題を共有するこ

とにより、地域活動の活性化に結び付くように支援します。また、地域をつくり支える存在である区民

や団体が自ら意見を述べ、情報を発信・共有するための新たな仕組みづくりに向け、幅広い世代や

多くの団体が地域の課題に主体的に向き合い、互いに協力して自治を進められるように支援します。 

● 身近な地区において、児童館が多様な地域資源と連携し、相談支援や見守りネットワークの中核的

役割を果たすことにより、切れ目ない支援や見守りを強化し、子どもや子育て家庭が安心して生活で

きる環境づくりに取り組みます。 

● 地区における四者連携を基盤に、共助による見守りネットワークづくりや身近なところで福祉の相談

や手続きのできる環境の充実を図ります。あわせて福祉に関する社会資源の開発と福祉のまちづく

りにおける区民との協働を推進します。 

● 一つ一つの事業に多世代交流の視点を盛り込んで展開することにより、多世代交流が可能な事業、

施策、拠点を充実させていきます。 

 
 

  

今後の課題 

取組みの方向性 
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番号 主な取組み 目的と内容 

1 

地域づくり事業 

（重層的支援体制整備事

業－地域づくり事業－） 

複雑化・複合化した課題を抱えた方や制度の狭間の支援ニーズを抱えた方に寄り添

い、伴走支援を実践するためには、多様な場・居場所づくりをおこなうとともに、人と

人、人と資源をつなぎ、顔の見える関係性や気にかけ合う関係性を地区で生み出して

いきます。 

２ 
子育て支援における地域

資源開発の推進【再掲】 

身近な地区の子育て支援を一層推進するため、児童館と地域子育て支援コーディネ

ーター、社会福祉協議会地区担当者による子育て関係団体ネットワーク会議を各児童

館において実施し、子育て支援に必要な地域資源の開発や活動団体間の連携に向け

たコーディネート等に取り組んでいきます。 

3 

地区での情報共有と地域

参加のためのプラットフォ

ームづくり 

地区での情報共有と地域参加のためのプラットフォームづくりにより地区情報の共有

化を図ります。地区への関心の醸成により、幅広い世代や多くの団体が地域の課題に

主体的に向き合い、互いに協力して自治を進められるための基盤とします。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

２ 

子育て関係団体ネットワー

ク会議の実施回数【再掲】 

【実施計画 施策２－１】 

87 回 

（令和５年度

見込み） 

９５回 ９８回 ９９回 104 回 ３９６回 

３ 

地区での情報共有と地域

参加のためのプラットフォ

ーム定着数（累計） 

【実施計画 施策２２－２】 

－ ５地区 15 地区 28 地区 28 地区 
28 地区 

（累計） 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１-① 

区民意識調査で、地域で

の支え合いが必要だと考

え、状況に応じて積極的な

声掛けなどを行いたいと

回答した区民の割合 

20.8％ ２１.5％ 22.0% 22.5% 23.0% 23.0％ 

１-② 
地域住民の居場所や支え

となる地域資源の数 

１，８１６ 

箇所 

１，８３０ 

箇所 

１，８５０ 

箇所 

１，８７０ 

箇所 

１，８９０ 

箇所 
１，８９０箇所 

２ 

児童館と連携している子育て

関係団体の数（累計）【再掲】 

【実施計画 施策２－１】 

215団体 

（令和５年度

見込み） 

240 団体 250 団体 255 団体 270 団体 
270 団体 

（累計） 

３ 

地区での情報共有と地域

参加のためのプラットフォ

ームへの登録者数（累計） 

【実施計画 施策２２－２】 

－ ２５０人 1,000 人 2,400 人 3,800 人 
3,800 人 

（累計） 

※重層的支援体制整備事業における取組みの成果指標については P４3 をご覧ください。 

  

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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☆つなぐ烏山☆って？ 

正式名称は「絆つながる地域包括協働体☆つなぐ烏山☆」といい、烏山総合支所保健福祉課

と烏山地域社会福祉協議会事務所が事務局となって、烏山総合支所の各課と地域の皆さんによ

る運営委員会を組織し、運営しています。 

「つながりたいをつなぐ」「ゆるやかにつながる」をコンセプトに、烏山地域の地域共生社会の

実現に向けて活動しています。 

 

何をやろうとしているの？ 

地域の方が、福祉的な課題を抱えている方に気づいて福祉の支援者へ相談したり、逆に、福祉

の支援者が、福祉的な課題の解決にあたって町会・自治会、商店街、活動団体など地域の方の

力を借りたりということが自然にできるよう、各分野の関係者や支援者が知り合い、もっとつなが

りを持てるようになることをめざしています。 

 

どんな活動をしているの？ 

★心のバリアフリー研修・・・主に精神に障害のある当事者を講師に招き、生活していて困ること

や日頃感じていること等のお話を聞くことを通して、参加者の皆さんに障害に対する理解を深

めていただくために年数回、様々な機会に実施しており、研修生は、烏山地域の区職員から民

生・児童委員、町会・自治会等へ広がっています。 

★烏山交流・名刺交換会・・・烏山地域で活動しているいろいろな団体を知ってもらい、またお互

いに顔見知りになってもらうために交流する場として年１回開催しており、福祉関係の方が中心

ですが、地域のまちづくりやスポーツの関係者なども参加しています。 

★つながりたいをサポート・・・烏山交流・名刺交換会等で知り合った団体同士のつながりをサポ

ートしています。また、コロナ禍で切れてしまった関係先との仲介役も担っています。 

★SNS・・・関係者や支援者がタイムリーに情報を発信し、手軽にお互いの活動やニーズをキャッ

チし、つながるきっかけになることをめざして、Facebookを試行的に運用しています。 

★つなぐ烏山★でつながろう！ 

〜烏山地域にお住まいの方と活動している皆さんが仲間です〜 
コラム 



 

109 

  
 

 

 

 

子ども食堂とは、共働き家庭やひとり親家庭などで、遅くまでひとりで過ごす子どもたちの孤

食、経済的理由による欠食などを少しでも減らすため、無料または安価な料金で食事の提供等

を行う地域活動です。 

区内ではたくさんの団体が活動を行っており、世田谷区社会福祉協議会では、子ども食堂が

安心して活動できるよう、開設の相談や食品衛生に関する研修、食材費の補助や支えあい活動

保険加入などの支援を行っています。また、子ども食堂同士が、情報共有や連携できるよう「子ど

も食堂団体連絡会」を開催しています。 

子ども食堂は地域の方の自発的な取組みで、活動内容は様々です。主な参加者は子どもとそ

の保護者で、子ども同士や幅広い年代の運営スタッフとのほほえましい交流が行われています。

最近では、子どもを中心に地域の大人も受け入れた多世代型も徐々に増えています。地域の多

世代交流の拠点として、子ども達と大人とのふれあいを通じ、地域での安心感と信頼感が育まれ

ることが期待されています。 

多世代が交流している子ども食堂 コラム 
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推進施策２ 人権擁護の推進 

 

▶▶関連する SDGs のゴール 

 

 

 

  

成年後見制度 

● 認知症や知的障害、精神障害等により判断能力が十分でない方の権利を守るため、社会福祉協議

会へ成年後見制度利用支援事業を委託し、相談や区民後見人養成などを行うことで、権利擁護事

業に取り組んでいます。 

● また、社会福祉協議会が設置する成年後見センターを中核機関として位置づけ、広報・相談・制度利

用の促進、親族等の後見人支援等の機能を担うとともに、弁護士、司法書士、医師などの職能団体

や支援機関、民間の金融機関を構成員とした地域連携ネットワーク会議を構築し、成年後見制度に

関する課題解決に向けた検討や、情報共有をおこなっています。 

認知症施策 

● 区では、認知症の人を含むすべての区民が自分らしく生きる希望を持ち、本人の意思と権利が尊重

され、安心して暮らし続けることのできる地域共生社会の実現を目指し、令和２年（2020年）１０月に

「世田谷区認知症とともに生きる希望条例」を施行しました。また、本条例の推進計画として、「世田

谷区認知症とともに生きる希望計画」を策定し、認知症施策を総合的に推進しています。 

● 認知症のおおよそ初期段階の方を対象とした認知症初期集中支援チーム事業や本人の尊厳と権利

を最大限に尊重した専門職によるケアプランの作成等の際、本人の希望を聴きながら意思決定支援

を行えるよう、支援者の意識醸成を図っています。  

障害者の理解促進 

● 心身の機能に障害のある区民のみならず、様々な状況及び状態にある区民が、多様性

を尊重し、価値観を相互に認め合い、安心して暮らし続けることができるインクルーシブ＊

な地域共生社会を実現するために「世田谷区障害理解の促進と地域共生社会の実現を

めざす条例」を令和５年（2023年）１月に施行しました。 

  

すべての区民の個人の尊厳が重んじられ、自発的な意思が尊重され、
年齢、性別、LGBTQ などの性的指向及びジェンダーアイデンティテ
ィ、国籍、障害の有無等に関わらず、多様性を認め合い、自分らしい
生活が継続できています。 

誰もが住み慣れた地域で、自分らしく安心して暮らし続けるためには、一人ひとりの自己選択、自

己決定が尊重される必要があります。また、地域住民が互いの多様性を認め合うとともに、人権課

題への理解を深め、あらゆる人権侵害の根絶に向けた人権意識の啓発・理解促進が必要です。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 
１ 
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● 「手話が言語である」ことの理解促進を進め、手話を必要とする人の権利が尊重され、手話を必要と

する人が安心して暮らし続けることができる地域共生社会実現のため、「世田谷区手話言語条例」を

制定しました。 

子どもの権利 

● 区は、子どもの権利条約に掲げる理念のもと、子どもが育つことに喜びを感じることができる社会を

実現するため、平成１３年（2001年）に23区初となる「世田谷区子ども条例」を制定しました。また、

子どもに寄り添い、子どもの立場に立った問題の解決を目指し、公正・中立で独立性と専門性のある

第三者からなる子どもの人権擁護機関「せたがやホッと子どもサポート（略称：せたホッと）」を平成

25年（2013年）に設置しました。 

● 区は、児童相談のあらゆる場面において子どもの権利が保障され、その最善の利益が確保された

「みんなで子どもを守るまち・せたがや」の実現に向け、子ども家庭支援センターと児童相談所の一

元的な運用を大きな柱とした、予防型の児童相談行政への転換を図るため、令和２年（2020年)４

月に児童相談所を開設しました。 

● いずれも様々な相談機関等との連携により地域全体で人権擁護を推進しています。 

男女共同参画と多文化共生の推進 

● 区は、男女共同参画社会及び多文化共生社会を形成し、すべての人が多様性を認め合い、人権が

尊重される社会を実現するため、「世田谷区多様性を認め合い男女共同参画と多文化共生を推進

する条例」を、平成３０年（2018年）４月に施行しました。 

● 区は、男女共同参画の推進に向けて、人権の尊重や擁護といった根源的な視点に立ち、配偶者暴力

相談支援センターの機能整備とその充実、リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（子を産み育てることに関

わる健康と権利）への配慮や健康支援、国や他自治体に先駆けて導入した「パートナーシップ宣誓・

ファミリーシップ宣誓」をはじめ性的マイノリティ＊に対する理解促進と当事者の日常生活の支障を取

り除くための支援に取り組んでいます。 

● 区では「世田谷区多文化共生プラン」を策定し、「誰もが共に参画・活躍でき、人権が尊重され、安

全・安心に暮らせる多文化共生のまち せたがや」を基本理念に外国人が地域住民の一人として地

域社会に参加・活躍できるように、地域コミュニティやボランティア活動への参加を促進しています。 

● 区は、多文化共生の意識づくりを推進し、外国人に対する偏見や差別を解消するとともに、外国人が

地域住民との相互理解を深め、地域で活躍できる場づくりを行っています。また、多言語や、普段使

われている言葉を外国人にもわかるように配慮した「やさしい日本語」等を幅広く活用し、外国人が

安心して地域で生活するために必要な情報を入手することができ、困りごとを相談できる体制づくり

に取り組んでいます。 

犯罪被害者等への支援 

● 犯罪は、ある日突然、一方的に巻き込まれ、被害者やその家族等の生活が一変してしまうことが少な

くありません。またその影響は、精神面、身体面、経済面、生活上の問題、仕事や学校の問題など、多

岐に及ぶ場合もあります。区は、令和３年（2021年）６月に「犯罪被害者等相談窓口」を設置し、庁

内・関係機関と連携しながら、権利の主体である被害者等が、尊厳と損害を回復し、安全に安心して

自ら希望する人生を歩んでいけるよう支援を行っています。 

 

  



 

112 

 

● 区はこれまでも、これからも基本的人権が侵されることなく、一人ひとりが自分らしく生き、すべての

人が尊重される社会の実現を目指していますが、国内には未だに17の主な人権課題があげられて

います。 

● 区は「世田谷区子ども条例」に基づき、「せたホッと」や児童相談所の設置など、子どもの権利保障と

最善の利益の確保に取り組んできましたが、いまだ児童虐待やいじめ等の子どもの権利や子どもの

健やかな育ちが侵害されている現状があります。すべての子どもには意見表明権があり、子どもの

最善の利益は子どもの意見表明の先にあることを前提に、子どもを権利の主体として尊重し、意見

を表明できる環境を整える必要があります。こうした中で、特に児童相談所等が行政処分を行う場

合において子どもの意見・意向を把握してそれを勘案して対応するなど、権利擁護が図られる環境

が整備され、子どもにとって最善の利益となる対応が成されるよう、制度を構築する必要があります。 

● 性的マイノリティであることを理由とする偏見や差別により苦しんでいる人がいます。性のあり様を

否定されたことや、排除されたこと、隠してきた経験などから、自分のセクシュアリティがそのまま受け

入れられるのか、周囲からの見方が変わってしまうのではないかと不安に思う方も少なくありません。 

● ジェンダーアイデンティティや性的指向が十分に尊重されながら、安心して支援を受けることができ

るよう、福祉的支援にかかる対応力の向上と体制の充実、利用できる制度や資源の拡充が求められ

ています。 

● 女性をめぐる課題は生活困窮、性暴力・性犯罪被害、家庭関係破綻など複雑化、多様化、複合化し

ています。コロナ禍によりこうした課題が顕在化し、「孤独・孤立対策」といった視点も含め、新たな女

性支援強化が喫緊の課題となっています。 

 

 

● 女性や子ども、高齢者、障害者、外国人、性的マイノリティなどを理由に差別されることなく、多様性

を認め合うとともに、人権課題への理解を深め、あらゆる人権侵害の根絶に向け、人権意識の啓発

や・理解の促進に取り組みます。 

● 区は、国や他自治体に先駆けて性的マイノリティへの理解促進や施策を充実させてきましたが、より

一層、性的マイノリティのジェンダーアイデンティティ・性的指向が十分に尊重され、安心して福祉的

な支援を受けることができるよう、支援者が正しい知識を身につけ、対応力の向上を図るとともに、

利用できる制度や支援資源を充実させていきます。 

● 「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」が令和６年（2024年）４月に施行されます。区で

は各総合支所保健福祉センター子ども家庭支援課に「婦人相談員（令和６年（2024年）４月より女

性相談支援員に名称変更）」を配置し、困難な問題を抱える女性が置かれた状況に応じて、適切な

支援が受けられるよう丁寧な相談援助を行い、必要に応じ民間団体と連絡調整を行っていきます。 

  

今後の課題 

取組みの方向性 
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● 区は、「世田谷区子ども条例」について、子どもや若者の参加のもと、区議会、区民の意見を伺いな

がら広く条例改正の議論が必要であると判断し、改正に向けた議論を進め、子どもの権利が守られ

た地域社会の実現に取り組みます。また、児童相談所が関わる子どもの最善の利益を考慮するにあ

たり、子どもの意見・意向をより一層尊重していくため、独立アドボカシー＊を導入して子どもの意見

表明等を支援するなど、権利擁護の取組みを進めていきます。 

● 犯罪被害者等が安全にかつ安心して自らが希望する人生を歩んでいくことができる地域社会の構

築を目指すとともに、犯罪被害者等へ寄り添った支援を着実に行っていくため、その基本理念を含

め、区の責務等を明らかにし、必要な施策を総合的かつ計画的に推進できるよう、条例の制定を検

討しています。 

 
 

 
 

番号 主な取組み 目的と内容 

１ 人権啓発イベントの開催 
区民等を対象とした人権研修や区民まつり・梅まつりなどの場を活用した人権普及啓

発活動を実施し、人権尊重意識を高めます。 

2 
性的マイノリティ等多様な

性への理解促進と支援 

性の多様性に起因する日常生活の支障を取り除くための支援に取り組むとともに、

区民等を対象とした研修や講座、理解促進イベントを実施し、性的マイノリティへの理

解を深めます。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 

人権啓発イベントの開催

回数 

【実施計画 施策２１－１】 

４回 

（令和５年度 

見込み） 

６回 ６回 ６回 ６回 ２４回 

２ 

性的マイノリティ理解促進

研修の開催回数 

【実施計画 施策２１－１】 

１４回 

（令和５年度 

見込み） 

14 回 14 回 14 回 14 回 56 回 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 

人権啓発イベントの参加

者数 

【実施計画 施策２１－１】 

１，１００人 

（令和５年度 

見込み） 

１，２００人 １，２００人 １，２００人 １，２００人 ４，８００人 

２ 

性的マイノリティ理解促進

研修の参加者数 

【実施計画 施策２１－１】 

１，１００人 

（令和５年度 

見込み） 

１，２００人 １，２００人 １，２００人 １，２００人 ４，８００人 

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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● 虐待通報件数や通告件数は増加傾向にありますが、認定数に大きな変化はありません。また、相談

対応が長期化するケースが増加しており、継続した対応が必要になっています。 

【高齢者虐待（擁護者による虐待）】 

 令和２年度（2020 年度） 令和３年度（2021 年度） 令和４年度（2022 年度）

通報 ２２２件 ２１９件 241 件 

認定 １５３件 １５３件 158 件 

【障害者虐待（擁護者による虐待）】 

 令和２年度（2020 年度） 令和３年度（2021 年度） 令和４年度（2022 年度）

通報 １２件 ３３件 １４件 

認定 ７件 １０件 7 件 

【児童虐待（児童相談所による対応）】 

 令和２年度（2020 年度） 令和３年度（2021 年度） 令和４年度（2022 年度）

通報 2,132 件 2,233 件 2,356 件 

認定 1,652 件 1,698 件 1,771 件 

● 近年、区においても各種施設や保育園等の施設職員による虐待件数が増加しています。 

【高齢者虐待（施設従事者による虐待）】 

 令和２年度（2020 年度） 令和３年度（2021 年度） 令和４年度（2022 年度）

通報 １３件 ２３件 39 件 

認定 ５件 ８件 13 件 

【障害者虐待（施設従事者による虐待）】 

 令和２年度（2020 年度） 令和３年度（2021 年度） 令和４年度（2022 年度）

通報 １０件 ２６件 16 件 

認定 ３件 １０件 4 件 

● DVに関する相談件数は年々増加傾向にありますが、実人数は大きく変わっていません。生活の崩

れや生活・体調の不安も重なり深刻化しているケースや、子どもへの心理的虐待（面前DV）につな

がるケースなどが増加しており、継続した対応が必要になっています。 

 令和２年度（2020 年度） 令和３年度（2021 年度） 令和４年度（2022 年度）

相談件数 ２，２８７件 ３，１０１件 3,381 件 

実人数 ５２５件 ４９２件 449 件 

 

  

「誰に対しても、いかなる理由があっても、暴力は許されるものでは

ない」という共通認識を持つ地域づくりを行い、虐待や DV を防止す

るとともに、それらが発生した場合にも早期発見・早期対応し、すべ

ての区民の権利が保障される社会を実現します。 

虐待や DV の防止、早期発見・早期対応に向けては、虐待に関する相談支援体制の充実はもと

より、相談支援の基盤となる関係機関や関係者の連携を強化していくことが必要です。 

また、地域社会からの孤立や、不安・ストレス、経済的要因など様々な要素が重なることで発生す

る危険性が高まるとされています。小さなサインを見逃さず、受け止め、寄り添い、早期に支援を行

うことで、孤独を感じさせない地域づくりを実践する必要があります。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 

２ 
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● 複雑化・複合化したケースが増加しており、法律上、世帯の主な課題や支援ニーズではなく、年齢や

分野の条件が優先されるため、対応に苦慮しているケースがあります。個別の虐待に対し、被害者に

寄り添い尊厳の回復に努めながら、状況に応じたきめ細かな支援を、横断的に実施する体制をさら

に充実させていく必要があります。 

● 虐待やDVの支援対象者が、自ら相談に行くのは思っている以上にハードルが高いため、周囲の人

たちが「気づき」、苦しい状況に我慢する必要はないこと、自分は守ってもらう価値があることを伝え、

相談窓口につながるように背中を押してくれるような理解者を増やしていくことが必要です。 

● 新型コロナウイルス感染症によって、テレワークや在宅勤務が普及し、在宅時間等が増加しました。

区においても新型コロナウイルス感染症の拡大という緊急事態下で相談件数が急増しました。新型

コロナウイルス感染症は５類感染症に移行したものの、ICTを活用した柔軟な働き方が急速に進展

したことから、今後も引き続き注視する必要があります。 

● 施設の中で職員による虐待に対する対応が課題となっています。再発防止に加え、どのような行為

がなぜ虐待にあたるのか共通認識を持ったうえで、これまで以上に「虐待はしない」という、意識の向

上を図る必要があります。 

● 一方で、施設職員の虐待に対する報道の過熱等により、施設職員が対応を萎縮することも発生して

います。虐待が発生してしまった場合には、支援対象者に早期につながるよう対応するとともに、養

護者や職員の支援も検討する必要があります。 

 

 

● 虐待やDVは決して許せない行為です。区民一人ひとりに虐待やDVの防止に対する基本的知識の

普及や正しい理解の促進を図ります。また、精神的暴力も虐待やDVであるとの認識を徹底するなど、

早期発見につながる啓発や地域ぐるみで虐待やDVを防止する意識づくりを強化します。 

● 虐待やDVの防止、早期発見・早期対応に向けて相談体制をさらに充実させるとともに、警察や司法

をはじめとする関係機関や関係者との連携を強化していきます。 

● 虐待を行ってしまった人に対しても、世帯の背景や家族の成り立ち、個人の生育歴にも着目し、全体

を捉えてアセスメントを行い、家族に寄り添った支援を実施していく、擁護者や施設の職員に対して

もストレス緩和などの支援者支援を行うなど、多角的な視点を持って対応します。 

● 虐待やDVは、地域社会からの孤立や、不安・ストレス、経済的要因など様々な要素が重なることで

発生するリスクが高まります。擁護者や介護者等が地域において交流できる場づくりや、居場所につ

ながることができ、発する小さなサインを見逃さず、受け止め、困りごとに寄り添い、孤独を感じさせ

ない地域づくりを実践していきます。 

 
 

  

今後の課題 

取組みの方向性 
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番号 主な取組み 目的と内容 

１ 
デート DV防止出前講座

の実施 

デート DV 防止等にかかる必要な知識の習得や互いを尊重しあうコミュニケーション

のあり方の啓発に向けた出前講座を実施するなど、DV防止の取組みを推進します。 

2 DV防止研修等の充実 

DV防止に関する研修を行うなど、「DVは犯罪行為を含む重大な人権侵害である」と

いうメッセージとあわせて、DV 防止法の内容について継続的な啓発を行うことで、

DV防止の取組みを推進します。 

３ 
高齢者虐待に関する地域

でのネットワークの充実 

あんしんすこやかセンター、民生委員、介護サービス事業者、施設職員、医師会、警察

等をメンバーとする高齢者虐待対策地域連絡会を開催し、関係者と事例等を共有す

るなど地域でのネットワークの充実を図ります。 

４ 
高齢者虐待対応研修の実

施 

高齢者虐待に関する具体的な対応方法をテーマとした高齢者虐待対応研修を実施

し、職員や介護サービス事業者等の対応力の向上を図ります。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 

デート DV 防止出前講座

の開催数 

【実施計画 施策２１－３】 

３回 

（令和５年 

１２月時点） 

５回 ５回 ６回 6 回 ２２回 

２ 

DV 等暴力防止・被害者支

援関連講座の開催数 

【実施計画 施策２１－３】 

３回 

（令和５年 

１２月時点） 

５回 ５回 ５回 ５回 ２０回 

３ 
高齢者虐待対策地域連絡

会の実施 
１回 １回 １回 １回 １回 ４回 

４ 
高齢者虐待対応研修の実

施 
３回 ３回 ３回 ３回 ３回 １２回 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 

デート DV 防止出前講座

の参加者数 

【実施計画 施策２１－３】 

３１６人 

（令和５年 

１２月時点） 

３７０人 ３７０人 ４００人 ４００人 １，５４０人 

２ 
DV防止研修等の参加者数  

【実施計画 施策２１－３】 

１２３人 

（令和５年 

１２月時点） 

２５０人 ３００人 ３５０人 ４００人 １，３００人 

３ 
高齢者虐待対策地域連絡

会の出席団体数 
１９団体 １９団体 １９団体 １９団体 １９団体 １９団体 

４ 
高齢者虐待対応研修の参

加者数 

延べ 

750 人 

延べ 

7７0 人 

延べ 

7９0 人 

延べ 

８１0 人 

延べ 

８３０人 

延べ 

3,200 人 

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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「人権」というと、少し堅苦しいと思う方もいらっしゃるかもしれません。しかし、実は誰にとっても

身近で大切な、「人間が人間らしく生きる権利」、「誰もが生まれながらに持っている権利」なのです。 

毎年１２月１０日は、世界人権宣言（１９４８年国連採択）を記念した、「人権デー」です。人権デ

ーを最終日とする１週間（１２月４～１０日）を「人権週間」として定めています。 

 

人権や男女共同参画に関する記念日や週間、いくつ知っていますか？ 

 

〇３月８日 国際女性デー 

〇４月10日 女性の日 

〇６月１日 人権擁護委員の日 

〇６月１９日～６月２５日 ハンセン病を正しく理解する週間 

〇１１月１２日～１１月２５日 女性に対する暴力を防止する運動週間 

〇１１月２５日～１２月１日 犯罪被害者週間 

〇１２月１日 世界エイズデー 

〇１２月３日 国際障害者デー 

〇１２月９日 障害者の日 

〇１２月３日～１２月９日 障害者週間 

〇１２月１０日～１２月１６日 北朝鮮人権侵害問題啓発週間 

 

【人権について困ったことがあれば、ひとりで悩まずにご相談ください】 

 

●世田谷区人権擁護相談 ※事前予約制 

お問い合わせ・予約 電話 ６３０４－３４５３ FAX ６３０４－３７１０ 

●法務省人権相談 

①みんなの人権１１０番 電話 ０５７０－００３－１１０（ナビダイヤル） 

②こどもの人権１１０番 電話 ０１２０－００７－１１０ 

③女性の人権ホットライン 電話 ０５７０―０７０－８１０（ナビダイヤル） 

④外国語人権相談ダイヤル 電話 ０５７０－０９０－９１１（ナビダイヤル） 

※①～③月～金曜＝午前８時３０分～午後５時１５分、④月～金曜＝午前９時～午後５時 

いずれも祝・休日・年末年始を除く 

「誰か」のことじゃない コラム 
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推進施策３ 福祉人材の確保及び育成・定着支援 

 

▶▶関連する SDGs のゴール 

 

 

 

  

● 区では高齢、障害、子ども・子育ての各分野において、職員採用活動経費の支援や宿舎借り上げ支

援、職員研修費用の支援などの福祉人材確保・育成・定着に関する支援を行っています。 

● 世田谷区福祉人材育成・研修センターでは、以下の事業体系により、福祉人材の確保・育成・定着に

向け、総合的に取り組んでいます。 

福祉の理解 
世代を超え、福祉の理解が進むよう各種の事業を実施 

（夏休み福祉体験・小学生手話体験、福祉の出前入門講座など） 

人材発掘・就労支援 
入門講座や相談、面接会を実施し就労につなぐ 

（人材確保・人事管理セミナー、福祉のしごとはじめて相談など） 

人材育成 
専門性を高め、サービスの質の向上に向け各種研修を実施 

（資格取得支援、福祉職のキャリアアップ講座など） 

活動支援 
仕事の悩み相談や事業所の活動やネットワークを支援 

（福祉のしごと悩み相談、研修室貸出など） 

福祉のしごと・先駆的

な取組み 

福祉の魅力や先駆的な取組みなどを発信 

（福祉魅力発信、介護ロボット・ＩＣＴを活用した先駆的な取組み） 

     ※介護の仕事は大変な仕事というイメージを刷新し魅力を発信する取組みを行っています。また、

外国人職員交流会を開催し、新しいつながりも生まれています。 

● 区民に身近な地域では、民生委員・児童委員が高齢者や障害者、児童等の虐待予防や早期発見等、

地域福祉を推進するうえで欠かせない存在となっています。区広報誌での活動紹介や区退職職員

へ活動チラシを配布、小中学生のタブレットへ活動チラシを配信するなど、民生委員・児童委員活動

を広く周知しています。 

  

区内の施設や事業所において、福祉サービスに必要な人材が確保さ

れ、質の高いサービスが提供されています。 

安心して暮らしていくためには、質の高い福祉サービスが提供されている必要があります。 

現在も福祉サービスを担う人材が不足している中、今後は生産年齢人口の減少が見込まれてい

ます。区内の施設や事業所において、福祉人材が確保され、研修等により育成し、定着していくこと

で安定した質の高い福祉サービスが提供されます。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 
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● 複雑化・多様化する区民の福祉ニーズに的確に対応していくため、区職員においては、キャリアステ

ップの階層に応じた効果的な人材育成及び様々な業務や部署を経験するジョブローテーションを計

画的に行い、幅広い視野を持った保健福祉の総合力育成を目指した人材育成に取り組んでいます。 

● 一人ひとりに合った企業を紹介する「世田谷で働こう！」や「R60-SETAGAYA-」、三茶おしごとカ

フェでは、就活者が区内の施設や事業者を知る機会を様々な切り口を設けて就労マッチングに繋げ

ています。また雑誌POPEYEとタイアップした冊子「きみも福祉の仕事してみない？」を発行し仕事

の魅力をクリエイティブな視点で発信しています。 

 

 

● 介護保険実態調査（事業者編）では、介護職員・訪問介護員の人材確保の状況について「大いに不

足」「不足」「やや不足」と回答した事業所・施設の割合（「該当職種はいない」「無回答を除く」）は約８

割となっています。 

● 障害福祉サービス提供事業所向けの実態調査では、人材確保の状況について「大いに不足」「不足」

「やや不足」の合計が全体の７割となっています。 

● 今後、全国的に現役世代の人口減少が見込まれる中、引き続き福祉人材の確保とともに、人材の育

成・定着に向けた支援が必要となります。 

● 地域社会の希薄化等により、地域における福祉の担い手が不足しています。 

 

 

● 福祉人材の確保に向けて、福祉に関する理解を進める取組みや魅力の発信を行います。 

● 専門性や資格を必要としない業務を担当する人材を増やす等、専門人材が専門性の高い業務に専

念できる環境の整備に取り組みます。（ロボット・ＡＩ（人口知能）・ＩＣＴ等の活用） 

● 外国人人材や就労意欲のある高齢者など多様な福祉人材を確保・育成していくとともに、地域で活

動する団体、ボランティアなどのネットワークをいかし、地域における福祉の担い手の確保・育成に取

り組みます。 

● 福祉人材の専門性を高め、サービスの質の向上に向けて、各種研修の実施、資格取得支援などに取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

今後の課題 

取組みの方向性 
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番号 主な取組み 目的と内容 

１ 
福祉人材育成・研修センター

における研修の質の向上 

高齢・障害分野を含む福祉人材の確保及び育成・定着支援に向け、福祉人材育成・研

修センターにおける研修の質の向上を図ります。 

2 
高齢分野における人材の

確保及び育成・ 定着支援 

さらなる介護職の魅力発信や多様な人材の確保・ 育成、働きやすい環境の構築に向

けた支援の視点から、福祉人材育成・研修センターも活用し、取組みを展開します。ま

た、介護福祉士の資格取得費用の助成に取り組むなど、福祉人材の確保策に取り組

みます。 

3 
認知症の方の暮らしを支

える地域づくり 

認知症の本人とともに、より良い暮らしと地域をつくるパートナーを増やしていくた

め、区民・地域団体・事業者等と協働して取組みを進めます。 

4 
障害分野における人材の

確保及び育成・定着支援 

障害児者の自立を支援するスキル習得等の支援、新たな人材確保に向けた障害理解

の促進、施設や事業所の職員等の心身の健康を守る視点から、福祉人材育成・研修セ

ンターも活用し、取組みを展開します。 

5 

障害者の地域生活支援機

能強化のための専門的人

材の確保・養成 

地域生活支援拠点等整備事業の「専門的人材の確保・養成」機能として、障害福祉サ

ービス事業者や相談支援事業者の職員を主な対象に、「選択を支える」支援等につい

て学ぶ研修を実施します。 

6 

子どもの見守り及び支援

にかかる児童館職員のス

キルの向上 

子どもや子育て家庭が身近な地区で安心して生活できるよう、児童館職員の人材育

成や支援力向上に向けた取組みを推進し、多様な地域資源と連携しながら、相談支援

や見守りのネットワークの強化を図ります。 

7 
乳幼児教育・保育の質向

上に向けた研修等の充実 

区内教育・保育施設のさらなる質の向上に取り組みます。コーディネーターの園への

訪問による保育の振り返りや助言等により、保育の評価・質向上につなげます。乳幼

児教育支援センターを中心に、施設種別によらず研修を充実します。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１-① 

福祉人材育成・研修センター

運営委員会の実施 

【実施計画 施策９－４】 

２回 

（令和５年度 

見込み） 

２回 ２回 ２回 ２回 8 回 

1-② 
研究活動の実施 

【実施計画 施策９－４】 

1 回 

（令和５年度 

見込み） 

1 回 1 回 1 回 1 回 4 回 

2-① 

高齢分野における研修事

業の実施 

【実施計画 施策９－４】 

36 本 

（令和５年度 

見込み） 

３6 本 ３6 本 ３6 本 ３6 本 144 本 

2-② 

介護福祉士実務者研修受

講料助成 

【実施計画 施策９－４】 

72 人 

（令和５年

12 月時点） 

１５０人 １５０人 １５０人 １５０人 ６００人 

  

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

3 

アクション講座(世田谷版

認知症サポーター養成講

座)受講者数 

【実施計画 施策９－４】 

受講者数 

3,000 人 

累計受講者数 

6,730 人 

（令和５年度 

見込み） 

3,180 人 3,360 人 3,540 人 3,540 人 

受講者数 

13,620 人 

累計受講者数 

20,350 人 

4 

障害分野における研修事

業の実施 

【実施計画 施策９－４】 

８本 

（令和５年度 

見込み） 

８本 ８本 ８本 ８本 32 本 

5 

地域生活支援機能強化のた

めの専門的人材の確保・養成

に向けた研修の実施 

【実施計画 施策９－４】 

― 1 回 1 回 1 回 １回 ４回 

6 

人材育成や支援力向上を

目的とした研修を受講し

た児童館職員数 

【実施計画 施策２－２】 

310 人 

（令和５年度 

見込み） 

315 人 320 人 325 人 330 人 1,290 人 

7 

乳幼児教育・保育の質向上

へのコーディネーター派遣

事業の実施施設数 

【実施計画 施策１－３】 

１７箇所 

（令和５年度 

見込み） 

20箇所 20箇所 20箇所 20箇所 ８０箇所 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 

福祉人材育成・研修センター

全体の利用者数 

【実施計画 施策９－４】 

18,000 人 
（令和５年度 

見込み） 
18,000 人 18,000人 18,000人 18,000人 ７２，000 人 

２-① 

高齢分野における研修事

業の受講者数 

【実施計画 施策９－４】 

10,000人 
（令和５年度 

見込み） 
10,000人 10,000人 10,000人 10,000人 40,000 人 

2-② 

介護福祉士資格取得助成

の受給者数 

【実施計画 施策９－４】 

30 人 

（ 令 和 5 年

12 月時点） 

６５人 ６５人 ６５人 ６５人 ２６０人 

3 

認知症の本人が参画した

アクションチームの結成地

区数 （累計） 

【実施計画 施策９－４】 

14 地区 
（令和５年度 

見込み） 
１８地区 ２３地区 ２８地区 ２８地区 

２８地区 

（累計） 

4 

障害分野における研修事

業の受講者数 

【実施計画 施策９－４】 

５，０００人 
（令和５年度 

見込み） 
５，０００人 ５，０００人 ５，０００人 ５，０００人 ２０，０００人 

5 

地域生活支援機能強化のた

めの専門的人材の確保・養成

に向けた研修の受講者数 

【実施計画 施策９－４】 

― ３０人 ３０人 ３０人 ３０人 １２０人 

6 
児童館への相談件数 

【実施計画 施策２－２】 

700 件 
（令和５年度 

見込み） 
740 件 770 件 800 件 ８３０件 3,140 件 

7 

事業実施後のアンケートに

「効果がある」と回答した

施設の割合 

【実施計画 施策１－３】 

－ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 
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ファッション・カルチャー誌でありながら、近年は福祉の仕事の魅力発信や仕事の特集を行う、

雑誌「POPEYE」。福祉人材不足に歯止めをかける取組みとして、この「POPEYE」とタイアップ

して「きみも福祉の仕事してみない？」を年１回発行しています。 

「POPEYE」世代におなじみのイラストデザインに、世田谷区内で福祉の最前線で働く若者を

「若者視点」で取材した記事を中心として、アートや文芸、カルチャー視点から福祉を見つめたエ

ッセイや本、映画等のコラムを散りばめ、地域のターゲットにダイレクトに届くよう工夫を凝らしてい

ます。 

一過性でない「POPEYE」ならではのユニークな切り口で構成した魅力的なコンテンツを、新

たにPOPEYEウェブでの配信も始め、働きたい方に福祉の醍醐味である現場のクリエイティブな

魅力を訴求・発信することで福祉への興味を喚起し、関心層を増やし、区内の福祉事業所での就

労につなげます。 

雑誌「POPEYE」とタイアップ 

「きみも福祉の仕事してみない？」 
コラム 
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福祉人材の確保及び育成・定着支援の取組みとして、区では就職希望者向け相談・面接会の

開催をはじめ、資格取得支援や住まい支援のほか、介護職として今後、より活躍が期待される外

国人人材への支援など、様々な取組みを実施しております。 

 

 

福祉のしごと相談・面接会 

区内の特別養護老人ホームやグループホーム、障

害者（児）の事業所など１０数事業所が参加する相

談・面接会で、年間６回開催しています。福祉の仕事に

就いたきっかけや仕事のやりがいなど、実際に働いて

いる職員の話を直接聞ける機会であり、未経験の方

や資格がない方でも気軽に参加できる催しです。この

ほか福祉用具の展示やKAiGO®PRiDE＠SETAGAYA

写真展などをあわせて開催しています。 

 

外国人職員への支援 

区内の福祉事業所で働く外国人職員は年々増えております。 

令和４年に世田谷区福祉人材育成・研修センターが実施した調

査によると、区内の特別養護老人ホームに約１４０人が働いており、

この３年間で１．７４倍になっています。 

令和５年３月に世田谷区福祉人材育成・研修センター主催の「外

国人職員交流会」を開催し、日本で働くことになったきっかけや仕事

を行う上で困ったこと、やりがい、将来の夢などを語り合いました。グ

ループワークでは笑顔で、最後はお互いの連絡先を交換するなど、

施設の垣根を超えた新たな交流が生まれました。 

これからも定期的に開催していきます。 

福祉人材の確保及び育成・定着支援の取組み コラム 
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推進施策４ 地区をバックアップする体制 

 

▶▶関連する SDGs のゴール 

 

 

 

  

● 地区で解決が困難な課題については、保健福祉センターをはじめとした地域レベルの専門機関が福

祉サービスの導入、情報提供、専門相談等の支援を行い、地区をバックアップしています。 

● 複雑化・複合化した課題や制度の狭間のニーズの増加により、つなぎ先やバックアップする機関が

不明確になり、地区で滞留してしまう事例も発生しています。 

【地域レベルの組織】 

保
健
福
祉
�
�
�
� 

生活支援課 

生活困窮等に関する支援施策について、各地区のあんしんすこやかセ

ンターをはじめ、各種支援機関と連携するほか、民生委員の地区協議

会等を通じ、情報提供を行っています。 

保健福祉課 

福祉の相談窓口で解決できない高齢者や障害者虐待など困難事例に

対し、関係機関と連携し、福祉サービスの導入や人権を守る成年後見

制度の活用を行うなど、福祉のセーフティネットの役割を担っていま

す。また、地域版地域ケア会議を開催し、地域に共通した課題の解決

に取り組んでいます。 

健康づくり課 

子育てや栄養・歯科・こころの健康等の健康相談に関する連携及び子

育て家庭や健康に関する地区課題・社会資源等に関する情報提供等

を行っています。 

子ども家庭支援課 

健康づくり課と一体的な運営により、妊婦のあらゆる相談や、子ども

と家庭の総合相談として、子育てや保育園入園の相談、またＤＶ等の

女性相談等を受けるとともに、要保護児童支援地域協議会等を通じ

て地区の見守りネットワークの強化を図っています。 

地域障害者相談支援セ

ンター「ぽーと」 

年齢や障害種別を問わず、相談に応じます。適切なサービス、施策

を利用できるように区、指定相談支援事業者、サービス提供事業

者、あんしんすこやかセンター等の関係機関との協力・連携等を行

います。 

 

  

区民に最も身近な区内２８地区が地域福祉を推進し、その取組みを地

域・全区がバックアップする体制が構築されています。 

区内２８地区の「福祉の相談窓口」では、福祉に関するあらゆる相談を受け付けています。また、

受け付けた相談から地区の課題を抽出し、まちづくりセンター、あんしんすこやかセンター、社会福

祉協議会、児童館が連携して地域資源の開発を行っています。こうした地区の取組みを、地区と地

域、地域と全区における相互の連携を充実させ地域・全区で支えます。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 
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● 地域でも解決が困難な課題については、本庁組織が広域の資源開発・施策横断的な政策立案によ

り対応しています。 

【全区レベルの組織】 

本庁組織 
地区・地域では解決が困難な課題を検討し、解決へ向けた広域の資源

開発・施策横断的な政策立案、制度化を行っています。 

保
健
医
療
福
祉
総
合

�
� 

保健センター 
健康増進、健康情報発信及び健康診断の専門拠点機能、がん対策を

支える中核的機能、障害者相談支援機能等を行っています。 

福祉人材育成・ 

研修センター 

福祉人材の確保・育成・定着に向けた総合的な取組みを行っていま

す。 

認知症在宅生活 

サポートセンター 

認知症施策の総合的な推進拠点として、認知症の本人・家族支援及び

あんしんすこやかセンターのバックアップ等を行っています。 

基幹相談支援センター 

全区的な対応が必要なケースや困難ケースの相談支援を行うほか、

地域の相談支援事業者の人材育成等に取り組んでいます。また、地域

障害者相談支援センター「ぽーと」の連絡会の開催もしています。 

児童相談所 
原則18歳未満の子どもに関する相談や通告、家族等の援助を行って

います。 

成年後見センター 
判断能力が十分でなくなっても、引き続き住み慣れた地域で暮らせ

るための、成年後見制度の利用に関する相談窓口です。 

ぷらっとホーム世田谷 

「生活に困っている」、「就職したい」、「債務などの支払いや家計面で

困っている」など経済的な問題と合わせて、生活上の様々な困りごと

を抱えた方の相談窓口です。 

世田谷ひきこもり相談窓

口「リンク」 

年齢を問わず、ひきこもり当事者の方や家族を支援する相談窓口で

す。 

住まいサポートセンター 

高齢の方、障害のある方、ひとり親世帯の方などの居住を支援する事

業を実施するとともに、住まいに関する区の事業や施策、サービス、

催し物等の情報を発信しています。 
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● 複雑化・複合化した課題や制度の狭間のニーズを抱えた事例も、地区で滞留することなく適切な支

援に繋がれるバックアップ体制が必要です。 

● 福祉分野だけでは解決が困難な課題が増えてきているため、分野横断的な全区レベルでのバックア

ップ体制の強化が必要です。 

● 大規模災害発生時には、区内全域の医療救護活動の統括・調整を行う医療救護本部と、医薬品等

管理の統括・調整を行う区災害薬事センターを保健医療福祉総合プラザ内に設置・運営することと

しています。これらの災害時医療拠点としての機能を最大限発揮できるよう、うめとぴあ内の施設が

それぞれ持つ専門性を活かしながら、連携して災害時の運営にあたる体制を確立する必要がありま

す。 

 

 

● 複雑化・複合化した課題や制度の狭間の支援ニーズを抱えた方の課題については、地域の保健福

祉センターを中心にチームを組織し、チームで支援する体制を整えます。 

● 全区レベルにおいては、地区・地域では解決が困難な課題の解決へ向けた取組みを強化するため、

広域の資源開発・施策横断的な政策立案を行うとともに、福祉分野以外との連携を進めます。 

● 大規模災害時において、災害時の医療拠点としてうめとぴあ内の施設が連携して災害対応にあたる

体制の確立に向け、役割分担や具体の運用方法等の明確化、合同訓練の実施などに取り組みます。 

  

今後の課題 

取組みの方向性 

 

 

 

 

“うめとぴあ”は、区複合棟「保健医療福祉総合プラザ」と民間施設棟「東京リハビリテーショ

ン世田谷」を中核とし、区の保健・医療・福祉の拠点として令和６年（2024年）４月に５年目を迎

えます。 

「保健医療福祉総合プラザ」は２・３Fに保健センター、１Fに福祉人材育成・研修センター、認

知症在宅生活サポートセンター、専用入口を備えた初期救急診療所、休日夜間薬局を併設して

います。建物の４Fは世田谷区医師会、看護高等専修学校となっています。 

１Fの入口には“ふれあいカフェうめとぴあ”があり、地

域の方がお茶を飲んだり、おしゃべりしたり、読書や勉強

と自由に過ごし、地域の憩いの場となっています。 

手話・点字カフェ、オレンジカフェ、子どもカフェ等、イベ

ントを通し、福祉を知るきっかけづくりを行っています。 

会議室等貸出しも行っていますのでぜひ利用ください。 

うめとぴあ ～保健医療福祉総合プラザ～ コラム 
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番号 主な取組み 目的と内容 

１ 地域ケア会議 

地域ケア会議は、地域包括ケアシステムを効果的に機能させるため、個別支援の充実

とそれを支える社会基盤の整備とを同時に進めていくことを目的とし、「地区」「地

域」「全区」の三層で実施しています。地域版地域ケア会議では地区における個別支援

の検討結果やその課題解決に向けた取組みを行うとともに、地域では解決できない

課題を全区版地域ケア会議等、他の会議体へ情報共有、課題提起によりつないでい

ます。 

2 成年後見事例検討委員会 

事例検討委員会は、各保健福祉センターで行っている家庭裁判所への申立てを迅速

かつ円滑に行うことを主な目的とし、毎月２回、弁護士、司法書士、社会福祉士、精神

保健福祉士等と連携し、後見等の業務内容の検討や家庭裁判所へ申立てる際の後見

人等候補者の推薦を行うことで、成年後見制度の利用促進に取り組んでいます。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１-① 
地域版地域ケア会議の開

催 

50 回

（令和 4 年度） 
50 回 50 回 50 回 50 回 200 回 

１-② 
全区版地域ケア会議の開

催 
1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 4 回 

2 
成年後見事例検討委員会

の開催 
２４回 ２４回 ２４回 ２４回 ２４回 ９６回 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 
全区的な施策の立案に向

けた検討テーマの数 
1 テーマ 1 テーマ 1 テーマ 1 テーマ 1 テーマ 4 テーマ 

2 
後見人等候補者の推薦件

数 
６８件 ８２件 ８２件 ８２件 ８２件 ３２８件 

  

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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推進施策５ 先進技術の積極的な活用 

 

▶▶関連する SDGs のゴール 

 

 

 

  

● 介護ロボットの使用による介護従事者の負担軽減・介護人材の確保と、介護ロボットの普及による働

きやすい職場環境整備を目的とした、介護ロボット等導入支援事業を実施しました。令和元年度

（2019年度）は特別養護老人ホームや認知症グループホームなど、２０の施設・事業所から申請が

あり補助を実施し、介護環境の改善や質の向上につなげました。 

● デジタル環境整備促進事業を実施し、施設介護職員の定着支援に努めました。９法人（１０事業所分）

から申請があり、見守り支援機器や介護記録ソフトと連動した通信機器、施設内の通信環境整備に

係わる費用を助成しました。 

● 福祉の相談窓口と総合支所などを映像システムでつなぐ仕組みを整備し、令和４年度（2022年度）

よりモデル地区を設定し実施しています。総合支所に行かなければできなかった相談や相談に伴う

手続きの支援を、オンラインを活用して実施し、利便性の向上を図っています。（再掲） 

● 平成２８年度（2016年度）より、世田谷区医師会と玉川医師会が主体となって医療・介護事業者向

けの情報共有システムを導入しており、各地区において医療機関とあんしんすこやかセンターや介

護事業所等の迅速な情報共有に活用しています。 

 

  

先進技術の積極的な活用により、区民の福祉が向上しています。 

多様化・増大化していく保健福祉ニーズに人材不足という状況が加わり、厳しい状況に置かれて

いますが、一方で、近年はICT技術をはじめとした先進技術が急速に発展しています。区では、先

進技術を柔軟に、かつ、積極的に導入することで区民の福祉向上を目指します。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 
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● 人材不足の中においては、先進技術の活用による福祉人材の負担軽減が求められています。 

● 直接相談窓口に来ることができない方のための相談窓口が必要です。 

● チームによる支援を機能させるためには、タイムリーに情報共有できる仕組みが必要です。 

● 加えて、外出先と所内の確実な情報共有を図るためには、これまでの電話などの口頭によるものの

みならず、画像データを共有できる仕組みや電話以外のコミュニケーションツールを導入する必要

があります。 

 

 

● 福祉の仕事の持つ対面的な関わりの価値を尊重しながら、区民や事業者にとって有効なAI等の先

進技術は柔軟に取り入れていきます。 

● これまでの人を中心とした見守りから、ICTを活用した見守りの方策を検討します。 

● ICT技術を活用し、直接相談窓口に来ることができない方でも支援に繋がれる仕組みを検討します。 

● また、業務の一部ICT化を図りながら職員の業務負担を軽減し、他の支援に充てることにより、さら

に質の高いケースワークの提供を図ります。 

● チームで支援を展開していく際に必要となる、情報共有システムを構築します。 

● DX（デジタルトランスフォーメーション）＊やSDGｓなどの社会経済環境の変化を前提に、区内産業

のイノベーション（技術革新）を創出・加速させ地域経済の持続的な発展を目指す拠点が旧池尻中

学校跡地にできるため、連携を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

  

今後の課題 

取組みの方向性 
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番号 主な取組み 目的と内容 

１ 
福祉の相談窓口における

オンライン相談の実施 

令和４・５年度に５地区でモデル実施したオンライン相談を、その検証を踏まえて、機

器やアプリケーション等の改善や接続先の拡大を検討し、令和６年度中に２８地区で

の展開を目指します。 

福祉の相談窓口にて、総合支所や本庁と直接相談が必要なときに、オンライン相談が

できるよう接続先の拡大を検討し、拡充を図ります。 

2 情報共有手法の改善 

関係機関におけるシームレスな情報共有を可能にし、支援の効率と質を向上させるこ

とを目指し、システム標準化等の状況を踏まえ、令和９年度以降の新たなシステム構

築を視野に、情報共有手法の改善に向けた検討に取り組みます。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 
福祉の相談窓口における

オンライン相談の拡充 

５地区で

の実施 

28 地区で

の実施 

28 地区で

の実施 

28 地区で

の実施 

28 地区で

の実施 

28 地区での 

実施 

２ 
情報共有手法の改善に 

向けた検討 

現 状 整 理 、

委託機関の

情報共有 

手法の改善 

課題整理 
全体計画

策定 

システム 

予算要求 

システム 

構築 
システム構築 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 
福祉の相談窓口からの 

オンライン接続先数 

20 か所 

（各地域の

保健福祉セ

ンター４課） 

区 民 の 利 便

性 向 上 の た

め、各種相談

先への接続を

拡大する 

区 民 の 利 便

性 向 上 の た

め、各種相談

先への接続を

拡大する 

区 民 の 利 便

性 向 上 の た

め、各種相談

先への接続を

拡大する 

区 民 の 利 便

性 向 上 の た

め、各種相談

先への接続を

拡大する 

区民の利便性向上

のため、各種相談先

への接続を拡大する 

２ 
情報共有手法の改善に 

向けた検討の結果 

現 状 整 理 、

委託機関の

情報共有 

手法の改善 

課題整理 
全体計画

策定 

システム 

予算要求 

システム

構築 
システム構築 

 

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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区では児童虐待への対応について、地域における子どもに関するあらゆる相談の一義的な窓

口である子ども家庭支援センターと、法的権限など高度の専門性を有する児童相談所が、必要

に応じて相互に連携しながら対応しています。 

現場での対応にあたる職員は日常的に保護者等との面接や関係機関との会議など、自席以

外での業務が多くありますが、これまではこうした業務での記録作成などについて、一度職場に

戻ってから、現場でとったメモと記憶を頼りに、改めてシステムへ入力しており、職員の業務負担を

増やす要因となっていました。 

また、外出先で対応している職員と所内で執務している係長（ＳＶ）等との連絡や情報共有の

手段が、現状では電話のみに限られるため、係長等が別件対応などをしていた場合、円滑な報

告・相談や指示を仰ぐことができないことも課題でした。 

こうした課題の解決に向けて、区では令和５年度に児童相談所において、民間事業者との連携

による実証実験を実施し、事業者が開発したアプリケーションがインストールされたタブレット端末

を一部の児童福祉司等へ導入し、業務効率化や職員間コミュニケーションの円滑化に向けた効

果を検証しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実証実験では、記録作成時間の縮減により他のケースワークに充てる時間が増加したことや

所内外における職員間の情報共有の迅速・正確化について、一定の効果があることが確認でき

ました。また、タブレット端末で過去の記録を参照することで、会議・面接における質の高い情報共

有や認識合わせに役立つなどケースワーク上の効果も確認できました。 

これらを踏まえ令和６年度より、タブレット端末の導入対象を児童相談所の全児童福祉司や各

地域の子ども家庭支援センターなどにも拡充し、業務のICT化を推進し職員の業務負担の軽減

等を図るとともに、質の高いケースワークを子どもや保護者等に提供することにより、子どもの最

善の利益の実現を目指していきます。 

実証実験の主な内容 

〇記録作成業務の効率化 

タブレット端末からアプリケーションを使用して、外出先での面接時や移動中に記録作成を

行うことができるようにするとともに、端末に内蔵されている音声及び画像のテキスト化機能

を活用することで支援記録の入力に係る負担軽減を図る。 

〇チャット機能による情報共有の円滑化 

アプリケーションのチャット機能を活用することにより、所内にいる係長等とリアルタイムで支

援記録の確認や写真・関連情報等の共有、必要な報告・相談や指示・助言といった双方向の

やりとりができることにより、より迅速かつ的確な対応を実現する。 

ＩＣＴを活用した児童虐待対応業務の効率化 コラム 
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推進施策６ 保健福祉サービスの質の向上 

 

▶▶関連する SDGs のゴール 

 

 

 

  

● 区は、事業者に第三者評価受審を勧奨し、施設ごとに受審費用補助を実施しています。外部の評価

機関が福祉サービスを専門的かつ客観的な立場で評価することで、事業者は評価に基づきサービ

スの見直しに取り組み、質の向上に取り組むことが出来ています。また、受審情報を公表することで、

事業者は運営の透明性を担保し、利用者に力を入れた取組みをPRすることが出来ています。利用

者は公表された評価結果を元に、保健福祉サービスを選択する情報を収集することができます。 

● 区では、法令基準に基づく福祉サービス事業者への指導検査を行っています。地方分権改革、法令

改正等に伴う区の指導権限拡大に対応し、各所管課で担当を明確にするなど組織・体制を整備し、

毎年度計画を策定して実施しています。 

● 区が行う保健福祉サービスや、介護保険サービス、障害福祉等サービス、子ども・子育てサービスの

苦情申立てを受け付ける、苦情審査会を設置しています。審査会は保健・医療・福祉・法律等の分野

の外部委員で構成しており、中立公正な立場で審査し、区長へ意見を述べています。区長は審査会

の意見を尊重してサービス等の改善に努めます。関係機関や区の相談窓口との連携を通して、苦情

審査会制度を周知してきました。これまで、審査会の意見を元に、認可保育園の入園選考基準の見

直し等の制度改善を図ったほか、苦情の再発防止のために窓口・広報の改善に取り組んできました。 

● 保健福祉サービスの利用者が良質なサービスを安心して利用できる環境づくりを推進するために、

平成１８年（2006年）に保健福祉サービス向上委員会を区長の附属機関として設置しました。委員

会は、保健・医療・福祉・法律等の分野の外部委員で構成しています。委員会は、第三者評価結果の

活用方法や、苦情対応・事故防止について調査・審議を行い、区は委員会の意見を尊重し、各種取

組みに反映させています。令和４年度（2022年度）からは、困難事例を抱えた支援者を支援するた

めに、分野横断的な課題など、困難事例の解決に向けた調査・審議を行い、支援現場に還元してい

ます。 

 

  

保健福祉サービスの質が維持・向上される仕組みが機能しています。 

世田谷版地域包括ケアシステムでは、あらゆる区民を対象に相談を受け付け、その人に必要な

支援に繋げていきますが、相談窓口や保健福祉サービスの質が担保されていなければ、区民は安

心して利用することができません。世田谷版地域包括ケアシステムの質を向上するために、各種保

健福祉サービスの質の維持・向上に取り組みます。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 
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● 第三者評価について、高齢・障害分野における居宅系サービスや認可外保育施設など、受審率が低

いサービスがあります。 

● 指導検査について、指導権限拡大に伴う対象事業所数の増加等もあり、指導の機会をより一層確

保する必要があります。 

● 苦情審査会は事業者のサービスの質の向上につながる仕組みであるとともに、区民のためのセーフ

ティネットの仕組みでもあることから、より一層、制度を周知していく必要があります。 

● 苦情審査会とサービス向上委員会の取組みを、より的確に現場にフィードバックしていく工夫が必要

です。 

 

 

● これまで実施してきたサービス改善、質の向上の取組みは継続して行います。 

● 苦情審査会やサービス向上委員会における取組みをより一層現場にフィードバックすることに努め、

全体の質の向上に繋げていきます。 

  

今後の課題 

取組みの方向性 
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番号 主な取組み 目的と内容 

１ 第三者評価の受審勧奨 

事業所が評価に基づきサービスの見直しに取り組み、質の向上に取り組むことがで

きるように、また利用者が評価をサービス選択に活用出来るように、受審する事業所

数を増やしていきます。 

2 指導検査の計画的実施 
各福祉サービス事業者に対し、法令・基準を順守した適切な運営を行えるよう、実地

を原則とした指導検査を、毎年度、策定した計画に従って着実に実施していきます。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 
区から事業所への第三者評価

受審費用補助件数 

93 件 

（令和 4 年度） 
93 件 93 件 93 件 ９５件 374 件 

２ 

福祉サービス事業所等

（※）への指導検査計画に

基づく実施予定数 

３２３

事業所等 

（令和 4 年度） 

各分野におけ

る当該年度の

計画に基づく

実施予定数 

（合算） 

各分野におけ

る当該年度の

計画に基づく

実施予定数 

（合算） 

各分野におけ

る当該年度の

計画に基づく

実施予定数 

（合算） 

各分野におけ

る当該年度の

計画に基づく

実 施 予 定 数

（合算） 

４年度間の

実施予定数の合計 

※福祉サービス事業所等 

区が法に基づく指導権限を有する介護保険、障害福祉、児童福祉に係る施設・事業所及び社会福祉法人 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 
区内事業所の第三者評価

受審件数 

203 件 

（令和 4 年度） 
205 件 205 件 205 件 ２１０件 825 件 

２ 
指導検査計画の実施予定数

に対する実施率 

８７％ 

（令和 4 年度） 
１００％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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世田谷区では、区民が安全で質の高い保健福祉サービスを、安心して利用できる環境を整備

するため、各事業所で苦情又は事故が生じた場合、区へ報告をお願いしています。提出された苦

情報告及び事故報告を基に、区ではサービスの質の向上に役立つ情報発信（フィードバック）を

目的に、事業所に向けて「質の向上Navi」を発行しています。 

過去の発行号は区のHPにも掲載しています。 

苦情又は事故の改善及び軽減の一助になれば幸いです。 

 

【質の向上Navi 令和5年12月発行号】 

苦情・事故報告を活用したサービスの質の向上 コラム 
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推進施策７ 福祉文化の醸成 

 

▶▶関連する SDGs のゴール 

 

 

 

  

● 区では、ボランティア活動希望者をサポートし、活動に結びつけていくため、世田谷ボランティア協会

が運営するボランティア登録サイト「おたがいさまbank」の構築を支援しています。 

● 区は世田谷ボランティア協会に委託し、NPO等市民活動の相談窓口を開設し、任意団体の立ち上

げ・運営や、NPO法人の設立などの相談に応じています。 

● 世田谷ボランティア協会では、ボランティアコーディネート事業として、ボランティア活動希望者とボラ

ンティアを必要としている個人・グループ・団体等の相談をボランティアセンターや区内各地域に設置

しているボランティアビューロー＊で受け、活動のコーディネートを実施しています。また、ボランティア

学習事業として、区内の中学校・高校・大学から依頼を受けて、授業の中で「ボランティア入門講座」

等の実施や、夏休み中の子どもや若者を対象にした、ボランティアの体験型プログラムを実施してい

ます。 

● せたがや災害ボランティアセンターは、平成１７年（２００５年）３月に常設の災害ボランティアセンター

として設置されました。災害からの復旧に向け活動を行うボランティアを受け入れ、活動をコーディネ

ートする「ボランティアコーディネーター」を養成し登録する仕組みを整備しています。ボランティアコ

ーディネーター登録者が養成講座やスキルアップ講座、被災地へのボランティア派遣等により知識や

経験を積んで災害時の活動がより円滑に運営できるよう、また、こうした活動への地域・地区住民の

理解を広げる取組みを進めています。 

● 社会福祉協議会では、身近な地域で地域活動の手伝いをしていただくボランティアである地区サポ

ーターを募集しています。 

  

地域で暮らすあらゆる人が福祉に関心を持ち、福祉文化が醸成されて

います。 

健康で安定した生活を送っている時は、福祉というものはどこか他人事で関心を持ちづらいもの

ですが、多様な人が地域でともに暮らしていくためには、困りごとを抱えていない人にも福祉に関心

をもっていただくことが必要です。すでに行われているボランタリーな活動を支援していくとともに、

関心の薄い方々への普及啓発を行い、福祉文化の醸成を目指します。 

現状やこれまでの取組み 

めざす姿 
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● また、社会福祉協議会では他の団体とも連携し、区の「せたがやフードドライブ」事業で集められた家

庭からの未利用食品や民間企業や事業所などから食品提供を受け、子ども食堂や食の支援を必要

とする家庭にお渡しする地域で支える食の支援活動に取り組んでいます。 

● 区では、施設で働く障害者の工賃の向上と区民の障害理解の促進に向け、区内障害者施設製品を

取り扱うアンテナショップ「フェリーチェ」と連携しながら売り上げ向上を図るとともに、電鉄会社など

事業者の協力を得ながら販路拡大に努めてきました。また、EC販売などを通じて施設と製品の魅力

を発信する事業「世田谷・福祉生まれのモノゴトを届けるプロジェクト“せせせ"」を令和４年にスター

トしました。（P85のコラムもご覧ください。） 

● 区では、シンポジウムやイベント等を開催し、区民等の福祉の理解を深めるとともに、当事者とその

家族が必要な支援につながる環境づくりに向けた普及啓発を図っています。 

令和４年度 

（2022 年度） 

ヤングケアラー・若者ケアラー支援シンポジウム 

世田谷区自立支援協議会シンポジウム 

世田谷ひきこもり相談窓口「リンク」開設記念シンポジウム 

世田谷区制９０周年・希望条例２周年記念イベント 

犯罪被害者等支援シンポジウム 

防災シンポジウム 

● 寄附は誰でも参加することができる一つの社会貢献です。福祉分野においても、多くの方から区へ

寄附をいただいており、地域福祉の推進のために活用しています。特に、世田谷区児童養護施設退

所者等奨学・自立支援基金においては、基金の対象と目的を明確にしたことにより、多くの賛同を得

ることができました。 

基金名 累計寄附金額（H26～R４年度分) 

世田谷区児童養護施設退所者等奨学・自立支援基金 233,751,344円 

世田谷区医療的ケア児の笑顔を支える基金 52,169,009円 

世田谷区子ども基金 124,283,022円 

世田谷区地域保健福祉等推進基金 501,295,697円 

 

 

● ボランタリーな活動への支援をさらに充実していく必要があります。 

● 自分事として捉えられていない方に対して、あらゆる機会を通して普及啓発していく必要があります。 

● 誰もが差別や偏見の対象とならずに安心して福祉サービスを利用できるよう、福祉に関する区民の

理解を広めていく必要があります。 

● 区内事業者においては、地域課題や社会課題に対する意識が高い事業者が多いことから、そのよう

な事業者との連携を促進し、後押ししていくことが重要です。 

 

  

今後の課題 
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● 資源や施設、ノウハウの提供などにより、地域住民による活動を支援することで、地域住民の福祉に

ついての関心を高めていきます。 

● 地域住民に向けた講演や研修、住民同士が福祉について話し合い意見交換できる場などを開催し、

福祉に関心を持ってもらえるような取組みを推進します。 

● また、高齢者が高齢者を支える時代に向けては、「支える・支えられる」という関係性だけでなく、「お

たがいさま」「支え合うパートナー」という意識の醸成にも取り組みます。 

● 企業との連携を促進し、産業視点からの福祉事業の課題解決に取り組みます。 

 
 

 
 

番号 主な取組み 目的と内容 

１ ボランティア活動の支援  
地域住民に向けた講座や研修のほか、任意団体の設立等の相談窓口開設など、地域

住民の活動を支援することで、福祉に関心を持ってもらえる取組みを推進します。 

２ 
災害時のボランティア活

動の支援及び啓発 

災害からの復旧に向け活動を行うボランティアを受け入れ、活動をコーディネートす

る「ボランティアコーディネーター」を養成し、災害時の活動がより円滑に運営できる

ようにすると共に、こうした活動への住民の理解を広げる取組みを進めます。 

 

■取組みの行動量■ 

番号 行動量 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 地区活動入門講座の開催数 １１回 １３回 １５回 １８回 ２０回 ６６回 

２ 

災害ボランティアコーディネーター＊

養成講座及び防災講話の

開催数 

２３回 ４５回 ５０回 ５５回 ６０回 ２１０回 

 

■取組みの成果指標■ 

番号 成果指標 現況値 
令和６年度 

（２０２４年度） 

令和７年度 

（２０２５年度） 

令和８年度 

（２０２６年度） 

令和９年度 

（２０２７年度） 
総量 

１ 
地区サポーターの 

マッチング数 
５００件 ５１０件 ５２０件 ５３０件 ５４０件 2,100 件 

２ 
災害ボランティアコーディネーター

登録者数（累計） 
７９６人 ９３０人 1,020 人 1,110 人 1,200 人 

1,200 人 

（累計） 

取組みの方向性 

めざす姿の実現に向けた主な取組み 
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世田谷ボランティア協会は、ボランティアをしようとする人と、その力を必要としている人をつな

ぐ「おたがいさまbank」という仕組みを設け、子どもの学習支援、傾聴、生活サポートなどのボラ

ンティアニーズと、多くの個人・グループをつなぐボランティア活動のコーディネートを行っていま

す。ボランティアセンター（世田谷区下馬）と北沢・玉川・砧・烏山地域のボランティアビューローか

らの情報提供に加え、情報誌「セボネ」などの紙媒体、メールマガジン、24時間アクセス可能なボ

ランティア情報サイト「おたがいさまweb」なども活用して情報の受発信を進めています。また、市

民活動団体やNPOに関する相談、ボランティア体験や学習機会の提供など区民のみなさんの意

欲や力を活かす取組みも幅広く行っています。 

全国的に災害が頻発し激甚化する今日、災害ボランティアの役割も重要になっています。世田

谷では、常設の災害ボランティアセンターを設けて災害に備えるとともに、ボランティアコーディネ

ーターの養成やスキルアップのための講座や啓発活動を積極的に行っています。 

この計画に掲げる取組みを通じて「おたがいさま」の気持ちがより多くの方々に広がり、ボラン

タリーなコミュニティづくりにつながることをめざします。 

ボランティアをつなぐ「おたがいさま bank」 コラム 

ボランティア情報誌 セボネ 

ボランティア相談風景 

災害ボランティアコーディネーター

養成講座 
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第５章  

計画の推進に向けて 
 

本計画は、ＰＤＣＡサイクルマネジメントに沿って推進施策の進捗を管理し、進捗状況を「地域保健福

祉審議会」に定期的に報告し、評価・検証を行うことで推進していきます。進捗状況は、区民、事業者、

関係団体などに公表し、情報共有を図ります。 

また、実施計画の振り返りとあわせ、中間年での見直しを実施することで、機動的・実践的な計画と

し、社会状況の変化などを一層反映できる計画とします。なお、法や制度、社会経済状況等の大きな変

化があった場合は、計画期間中においても、適宜、見直しを行います。 

推進施策の進捗を管理・評価するための指標は、各推進施策のめざす姿の実現に向けた主な取組

みを抽出したうえで、令和６年度（２０２４年度）から令和９年度（２０２７年度）までのアウトプット指標（取

組みの行動量）とアウトカム指標（取組みの成果指標）を設定しています。令和１０年度（２０２８年度）以

降の行動量と成果指標は中間見直し時に実施計画の振り返りとあわせ、改めて設定します。 

 

図表 PDCA サイクルマネジメント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各取組の評価

進捗状況確認

予算への反映

新規事業の検討

事業改善の検討

事業の執行

協働の推進

次期計画の策定

各分野の計画

Plan

(計画)

Do

(実行)

Check

(評価)

Action

(改善)



 

141 

第６章  

参考資料 
 

第１節 統計資料 
 

（1）人口・世帯 

ア 総人口、世帯数、1 世帯当たり人員 
図表 総人口、世帯数、1 世帯当たり人員 

 
※住民基本台帳法の一部改正（平成 24 年）により、平成 25 年より外国人を含んだ数値 

※各年 1 月 1 日現在   

【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 

 

イ 年齢３区分人口 

 
※各年 1 月 1 日現在  

 【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 
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1 



 

142 

 

ウ 年齢３区分人口割合 

 
※各年 1 月 1 日現在  

 【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 

 

エ 家族類型別一般世帯数 
図表 家族類型別一般世帯数 

 
 【資料：国勢調査】 
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オ 人口の将来推計 

 
図表 人口の将来推計 

 

 
【資料：将来人口推計（令和５年８月９日更新）】 

 

カ 人口構成の推計 
図表 人口構成の推計 

 
【資料：将来人口推計（令和５年８月９日更新）】 
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（2）高齢者 

ア 65 歳健康寿命 
図表 65 歳健康寿命（東京保健所長会方式） 

 
※65 歳健康寿命（東京保健所長会方式）とは、65 歳の人が要介護認定を受けるまでの状態を健康と考え、認定

を受ける年齢を平均的に表したもの [65 歳健康寿命(歳)＝65 歳＋65 歳平均自立期間(年)] 

※要支援認定まで：要支援の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合 

※要介護２認定まで：要介護２の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合 

【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和５年度版）】 

 

イ 介護保険要支援・要介護認定者数 
図表 介護保険要支援・要介護認定者数 

 
※第２号被保険者を含む 

※各年度末現在 

【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和 5 年度版）】 
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ウ 高齢者人口の将来推計 
図表 高齢者人口の将来推計 

 
【資料：将来人口推計（令和５年８月９日更新）】 

 

エ 世田谷区の高齢者の世帯状況の現状と将来推計 
図表 世田谷区の高齢者の世帯状況の現状と将来推計（各年４月１日） 

 
【資料：第１回高齢者福祉・介護保険部会（令和５年２月８日）】 
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オ 認知症高齢者の将来推計 
図表 認知症高齢者の人口将来推計 

 
【資料：第２期世田谷区認知症とともに生きる希望計画】 

（3）障害者等 

ア 障害者手帳等所持者数、難病件数 
図表 障害者手帳等所持者数、難病件数 

 
※各年４月１日現在 

※総数 1：身体障害者手帳所持者＋愛の手帳所持者（重複除く）＋自立支援医療（精神通院医療）＋難病 

※総数 2：身体障害者手帳所持者＋愛の手帳所持者（重複除く）＋精神障害者保健福祉手帳所持者＋難病 

※身体障害者手帳所持者と愛の手帳所持者は、平成３１年４月から本人・家族等から転出や死亡等の申し出

がされていない住民票除票者を除いた数値に変更 

※難病：東京都の難病等医療費助成の申請件数 （但し、変更届、再交付申請、小児慢性疾患等は除く) 

※精神障害者保健福祉手帳所持者、自立支援医療（精神通院医療）認定件数の出典は東京都保健福祉局 

※令和３年の一時的な減少は、令和２年度の新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、特例として自立支援

医療（精神通院医療）の更新申請手続きが不要となったため。 

【資料：世田谷区統計書（令和 4 年版）】 
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イ 難病、小児慢性特定疾病の件数 
図表 難病、小児慢性特定疾病の件数 

 
※難病等医療費助成申請書受理件数、小児慢性特定疾病医療助成申請書受理件数 

【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 

 

 

 

 

（4）子ども 

ア 合計特殊出生率 
図表 合計特殊出生率 

 
※合計特殊出生率＝（母の年齢別出生数／年齢別女子人口）の 15 歳から 49 歳までの合計 

【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和５年度版）】 
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イ 年少人口の将来推計 
図表 年少人口の将来推計 

 
【資料：将来人口推計（令和５年８月９日更新）】 

 

 

 

 

ウ 特別支援学校在学者数 
図表 特別支援学校在学者数 

 
※各年５月１日現在   

【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和５年度版）】 
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（5）外国人住民 

ア 外国人住民 
図表 外国人住民 

 
※各年１２月２８日現在   

【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 

 

イ 外国人住民（上位 10 か国） 
図表 外国人住民（上位 10 か国） 

 
※令和３年１２月２８日現在 

【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 
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（6）若者支援 

ア 相談件数（延べ件数） 
図表 メルクマールせたがや相談件数（延べ件数） 

 
【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和５年度版）】 

 

イ 利用人数（延べ人数） 
図表 利用人数（延べ人数） 

 
※希望丘青少年交流センターは平成３１年２月開設 

【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 
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（7）生活保護 

ア 被保護世帯数、被保護者数 
図表 被保護世帯数、被保護者数 

 
【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和５年度版）】 

 

 

（8）健康・医療 

ア 死因別死亡者数 
図表 死因別死亡者数 

 
【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 
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イ 自殺者数 
図表 年別・年代別自殺者数 

 
【資料：「警察庁「自殺統計」より厚生労働省自殺対策推進室作成」資料に基づき区作成】 

 

ウ 感染症発生動向 
図表 感染症発生動向調査届出受理件数（全数把握分） 

※3類以外は発生した疾病のみ記載                                       （単位：件） 
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【資料：感染症発生動向調査】 
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（9）財政 

ア 民生費(項別)歳出決算額 
図表 民生費(項別)歳出決算額 

 
※直近 2 年は歳出当初予算額     

【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和５年度版）】 

 

イ 衛生費(項別)歳出決算額 
図表 衛生費(項別)歳出決算額 

 
※直近 2 年は歳出当初予算額     

【資料：世田谷区保健福祉総合事業概要（令和５年度版）】 
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ウ 国民健康保険事業会計（予算） 
図表 国民健康保険事業会計（予算） 

 
【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 

 

エ 介護保険事業会計（予算） 
図表 介護保険事業会計（予算） 

 
【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 

 

オ 後期高齢者医療会計（予算） 
図表 後期高齢者医療会計（予算） 

 
【資料：世田谷区統計書（令和４年版）】 
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第２節 計画策定に向けた審議等の経過 
 

 

1 地域保健福祉審議会及び総合計画研究会の審議等の経過 

開催日 会議名 主な案件 

令和４年（2022年） 

１１月１６日 

第８３回 地域保健福祉審議会 世田谷区地域保健医療福祉総合計画の策定に

あたっての考え方について（諮問） 

１２月１日 第１回 総合計画研究会 世田谷区地域保健医療福祉総合計画策定の考

え方について 

１２月１９日 第２回 総合計画研究会 既存の地域包括ケアシステムの強化について 

 

令和５年（2023年） 

２月３日 

第３回 総合計画研究会 世田谷区の包括的な支援体制について 

 

２月１０日 第８４回 地域保健福祉審議会 計画策定に向けた検討状況について 

 

３月２７日 第４回 総合計画研究会 誰一人取り残さない世田谷をつくるための基盤

整備 

４月２６日 第８５回 地域保健福祉審議会 計画策定に向けた検討状況について 

 

６月２日 第５回 総合計画研究会 地域包括ケアシステムの４つの新たな要素につ

いて 

６月２９日 第６回 総合計画研究会 計画（素案）について 

 

７月２１日 第８６回 地域保健福祉審議会 世田谷区地域保健医療福祉総合計画の策定

にあたっての考え方について（中間まとめ案） 

１０月４日 第７回 総合計画研究会 計画（答申案）について 

 

１０月２６日 第８７回 地域保健福祉審議会 世田谷区地域保健医療福祉総合計画の策定に

あたっての考え方について（答申） 

令和６年（2024年） 

２月９日 

第８8回 地域保健福祉審議会 世田谷区地域保健医療福祉総合計画（案）につ

いて 

 

  

２ 
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２ 地域保健福祉審議会及び総合計画研究会の委員名簿 

 

世田谷区地域保健福祉審議会 委員名簿 
区分 分野 氏名 職（所属） 備考 

学
識
経
験
者 

 中村 秀一 医療介護福祉政策研究フォーラム理事長 会長 

和気 純子 東京都立大学人文社会学部教授 副会長 

石渡 和実 東洋英和女学院大学名誉教授  

加藤 悦雄 大妻女子大学家政学部児童学科教授  

川上 富雄 駒澤大学文学部社会学科教授  

諏訪 徹 日本大学文理学部社会福祉学科教授  

岩永 俊博 全国健康保険協会前理事  

区
民 

福祉団体・ 

地域団体 
吉村 俊雄 世田谷区社会福祉協議会 会長  

坂本 雅則 世田谷区民生委員児童委員協議会 会長   

西﨑 守 世田谷区町会総連合会 副会長 R5.7.5退任 

岩波 桂三 世田谷区町会総連合会 副会長 R5.7.12 新任 

高齢 蓮見 早苗 用賀あんしんすこやかセンター管理者  

障害 坂 ますみ 世田谷区肢体不自由児者父母の会 会長  

児童 飯田 政人 社会福祉法人福音寮  理事長  

医療 窪田 美幸 世田谷区医師会 会長  

吉本 一哉 玉川医師会 会長 R5.7.4退任 

池上 晴彦 玉川医師会 会長 R5.7.5 新任 

田村 昌三 世田谷区歯科医師会 会長  

島貫 博 玉川歯科医師会 会長  

富田 勝司 世田谷薬剤師会 会長  

髙野 和則 玉川砧薬剤師会 会長  

公募委員 栗原 祥   

山中 武   
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総合計画研究会 委員名簿 

氏名 職（所属） 備考 

中村 秀一 医療介護福祉政策研究フォーラム理事長  

和気 純子 東京都立大学人文社会学部教授  

石渡 和実 東洋英和女学院大学名誉教授  

加藤 悦雄 大妻女子大学家政学部児童学科教授  

川上 富雄 駒澤大学文学部社会学科教授  

諏訪 徹 日本大学文理学部社会福祉学科教授  

菱沼 幹男 日本社会事業大学社会福祉学部福祉計画学科教授  

木本 義彦 
北沢総合支所長 

令和４年度 

柳澤 純 令和５年度 

土屋 雅章 
世田谷総合支所副支所長 

令和４年度 

内田 潤一 令和５年度 

三羽 忠嗣 砧総合支所保健福祉センター所長  

舟波 勇 
地域行政部長 

令和４年度 

岩元 浩一 令和５年度 

田中 耕太 保健福祉政策部長 座長 

有馬 秀人 
保健福祉政策部次長 

令和４年度 

庄司 秀人 令和５年度 

山戸 茂子 高齢福祉部長  

須藤 剛志 障害福祉部長  

柳澤 純 
子ども・若者部長 

令和４年度 

松本 幸夫 令和５年度 

土橋 俊彦 
児童相談所長 

令和４年度 

河島 貴子 令和５年度 

和田 康子 保育部長 令和４年度 

向山 晴子 世田谷保健所長  

松本 幸夫 
世田谷保健所副所長 

令和４年度 

清水 昭夫 令和５年度 

畝目 晴彦 
都市整備政策部長 

令和４年度 

笠原 聡 令和５年度 

長岡 光春 世田谷区社会福祉協議会事務局長  
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第３節 区民意見・提案等 
 

１ シンポジウム 

計画について広く周知し、これからの世田谷の保健福祉についてともに考えていくために、これから

の世田谷の保健福祉を考えるシンポジウム「誰一人取り残さない世田谷をつくろう」を開催しました。 

 

開 催 日 令和５年９月７日（木） 

会 場 玉川せせらぎホール（世田谷区等々力３－４－１）またはオンライン 

プログラム 第１部 計画素案の概要説明 

第２部 基調講演 「これからの世田谷の福祉に求められるもの」 

≪講演者≫中村 秀一 氏（世田谷区地域保健福祉審議会会長） 

第３部 パネルディスカッション 「誰一人取り残さない世田谷をつくろう」 

≪コーディネーター≫ 

中村 秀一 氏 

≪パネリスト≫五十音順・敬称略 

岩永 俊博（世田谷区健康づくり推進委員会会長） 

河野 由香（池尻あんしんすこやかセンター管理者） 

田邉 仁重（世田谷区社会福祉協議会自立生活支援課長） 

坂 ますみ（世田谷区肢体不自由児者父母の会会長） 

保坂 展人（世田谷区長） 

参 加 者 数 会場参加 ８８名、 オンライン参加 １１７名 

 

３ 
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２ パブリックコメント 

区民意見を幅広く取り入れるために、計画（素案）についてパブリックコメントを実施しました。 

 

募 集 期 間 令和５年９月７日（木）から９月２８日（木）まで 

意見提出人数 ２９人 （ホームページ２３人、郵送５人、持参１人） 

意 見 数 第１章 計画策定にあたって に関すること １件 

第３章 地域福祉を推進する基本的な考え方 に関すること ２１件 

第４章 今後の施策の方向 

□1  世田谷版地域包括ケアシステムを強化する に関すること 

 

１２件 

第４章 今後の施策の方向 

□2  世田谷版地域包括ケアシステムを支える基盤整備 に関すること 

 

１１件 

成年後見制度利用促進基本計画 に関すること ４件 

再犯防止推進計画 に関すること ３件 

その他 １９件 

合計 7１件 

 

第１章 計画策定にあたって に関すること １件 

番号 主な意見の概要 区の考え方 

１ 

第１章の基本計画の理念の記載が「基本計画（素

案）」にある「LGBTQなどの性的指向及びジェン

ダーアイデンティティ」を削除したように見受け

られます。もし、これは「性別」に含まれると解釈

されているなら誤りです。セクシュアリティの基

本要素の全く別の概念ですので、追記してくだ

さい。 

基本計画の記載と合わせ、「LGBTQ などの性的

指向及びジェンダーアイデンティティ」を記載しま

した。 

 

第３章 地域福祉を推進する基本的な考え方 に関すること 21 件 

番号 主な意見の概要 区の考え方 

１ 

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法

律」が施行されますが、問題のある政党や宗教団

体と関わりのある民間団体と連携しないように

お願いします。 

地域福祉推進の視点③に記載のとおり、区では、

区民、事業者、行政のそれぞれが持つアイデアや技

術、ノウハウなどを組み合わせることで新たな価

値創造を可能とする地域社会の実現を目指してま

いります。困難な問題を抱える女性への支援に限

らず、連携先には留意しながら、地域福祉の推進

に努めてまいります。 
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2 

世田谷区で生活している性的マイノリティの一人

です。私たちのことを見てください、知ってくだ

さい。なにもかも不安です。 

本計画は「誰一人取り残さない世田谷をつくろう」

を基本方針としており、性的マイノリティの方も対

象者としています。地域福祉推進の視点①の中に

「LGBTQなどの性的指向及びジェンダーアイデン

ティティ」を明記するとともに、性の多様性に配慮

し権利を尊重した事業運営をしてまいります。 

3 

本計画は男女共同参画、多文化共生推進等の計

画と連携とうたっていながら、性的マイノリティ

についての記述がほとんどないことに疑問があ

る。ぜひ、連携を図り、すべての計画の中の対象

者として性的マイノリティを含めるよう検討して

ほしい。 

4 

高齢のゲイ男性は地域から孤立していることが

殆どです。ぜひ、地域包括ケアシステムの充実の

中に性的マイノリティを明確化し支援の対象者と

してください。 

5 

高齢になっても世田谷で暮らしたいと考えてい

る同性カップルは多いです。改めて居住支援に

性的マイノリティを明確化してください。 

6 

地域福祉推進の視点①の中で、性的マイノリティ

が「存在しない」と世田谷区に考えられているの

では、と不安を感じています。「等」で括られて総

合計画の策定のときに取り残されることのない

よう、身近な存在である２万５千人あまりの性的

マイノリティ区民を計画の中に明記し、「生きづら

さ」に気づき支援につなげていただけるよう、強

く要望いたします。 

7 

支援対象として、「性別、性自認、性的指向」と明

記して、性的少数者が含まれることを明確にして

いただきたいです。そのうえで、トランスジェン

ダーや同性カップルに特有の医療福祉での困り

ごとに対応した施策の方向や推進策をぜひとも

入れ込んでいただきたいと思います。 

8 

「世田谷版地域包括ケアシステムを強化する」と

いうならば、多様性を踏まえた記述を具体化す

べきです。「地域包括ケアシステム」で示されてい

る「高齢者、障害者、子ども、生活困窮者」以外の

困難を抱えた多様な人へアウトリーチする方向

性をつくるには、基本理念の対象をすべて表記

し具体化するべきだと考えます。 

9 
全体を通して「多様な性とセクシュアリティ」に配

慮した視点が足りない。 
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10 

全体を通して「ジェンダーの視点」が足りないよ

うに感じます。具体的には「多様な性とセクシュ

アリティ」「包括的性教育」「リプロダクティブ・ヘ

ルス／ライツ」について、保健や福祉の分野を超

えて、人権や教育に配慮した視点を計画の中に

入れてほしいです。 

 

11 

世田谷区では、男女共同参画と多文化共生を推

進する条例で、「性別等」の中に性自認、性的指

向を含むことを明記しています。本計画でも含

めることを求めます。 

12 

LGBTQ は医療機関の受診や入院、面会、また

介護サービスなどにおいても、家族として扱われ

なかったり、また本人の在り方と異なる性別で扱

われたり、就労において不利な扱いを受けたり

など、様々な問題を抱えています。それぞれに

LGBTQ が抱える問題やその対処方法があるは

ずだと思いますので、より詳細な記述を求めま

す。 

13 

性的マイノリティについて、ケアマネやヘルパー、

訪問看護士、民生委員などへの理解啓発がされ

ているのでしょうか。ぜひ、地域福祉推進の視点

の中に性的マイノリティを明確化し、重層的支援

体制整備事業として、福祉医療従事者や民生委

員などへの理解啓発を行うようにしてください。

また、研修の終了後には研修済みの見える化を

明示してください。 

地域福祉推進の視点①の中に「LGBTQ などの性

的指向及びジェンダーアイデンティティ」を明記し

ました。また、区では、区内でサービスを提供して

いる医療・福祉サービス事業所の職員等を対象

に、医療・福祉職場における配慮や支援方法等に

ついての研修を実施しています。今後も定期的に

実施し、性的マイノリティ理解の普及啓発に取り組

んでまいります。研修済みの見える化については、

年度ごとに研修を受けた方の所属する事業所を

世田谷区福祉人材育成・研修センターのホームペ

ージで公開しております。 14 

計画立案やその実施に関わる方々、保健・医療や

福祉・介護サービスに関わる方々への性的マイノ

リティ理解と配慮をいただくよう、要望いたしま

す。 

15 

基本方針を実現するためには、デジタル技術を

駆使して、市民一人ひとりと区の行政と連絡が

取れ、行政が市民の状況を確認できる電子メー

ル、スマホ等を使ったシステムを構築し、一人ひ

とりの状況、医療データ、健康データを把握し、

その対応を行うことである。 

「先端技術を柔軟に取り入れ、区民の福祉を向上

する」とあるが、積極的に先端技術を取り入れた

計画を見たことがない。 

ご提案いただいた点については今後参考にさせ

ていただきながら、地域福祉推進の視点及び推進

施策に記載しているとおり、先進技術を柔軟に取

り入れ、区民の福祉の向上に努めてまいります。 
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16 

男女共同参画、多文化共生、犯罪被害者、ジェン

ダー、LGBTQなどへの理解については、多様性

理解促進のために重要なことだと思います。 

多様性の尊重は区としても重要であると認識して

おります。地域福祉推進の視点①において記載す

るとともに、多様性を尊重した事業運営をしてま

いります。 

17 

区民の主体性を尊重し、一つひとつの施策にお

いても区民一人ひとりがチカラをもっている主

体であることを尊重した文言にしてほしい。 

地域福祉推進の視点③に記載のとおり、区民を施

策の対象として捉えるのではなく、自ら地域をつ

くり支える存在として位置づけ、主体的な参加へ

の意欲を引き出すコミュニティづくりにつなげて

まいります。 

18 

困る前に支援につなげる地域づくりは、困って

いる人が「たすけて」と声をあげやすい環境づく

り。「たすけて」の声を聴く人・聴く力をまち（市

民）の中に育てる。 

区民の皆様が抱えている問題が深刻化・困難化す

る前に気づき、早期の支援につなげる地域づくり

を推進してまいります。 

19 
分野横断的な連携を推進するという視点につい

て、どのような分野を指すのか明記して欲しい。 

教育、防災、都市整備など、分野を超えて連携し、

施策を推進してまいります。 

20 
弱者男性に関する課題も触れた方が良い。 本計画は「誰一人取り残さない世田谷をつくろう」

を基本方針としており、生きづらさを抱える男性

も、妊婦も、生活困窮者も対象者としています。地

域福祉推進の視点①に記載のとおり、支援の対象

者は属性ではなく、「生活のしづらさを抱えた人、

支援を必要とする人」また「その世帯」として捉え、

事業運営をしてまいります。 

21 

生活が苦しい妊婦に対する活動等もこの計画に

加えて下さい。 
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第４章 今後の施策の方向 □1  世田谷版地域包括ケアシステムを強化する に関すること 1２件 

番号 主な意見の概要 区の考え方 

１ 

高齢者等の賃貸住宅確保については、オーナー

斡旋による毎日のヤクルトや宅食配達を条件に

し、これらについて補助金を出して良いと思う。 

高齢者等の孤立死リスクを懸念するなどの理由

で、高齢者等が民間賃貸住宅への入居を敬遠され

ることがあります。区では孤立死を防止するため、

支援が必要な高齢者等を早期に把握し適切な対

応が取れるように、宅配（ヤクルト、弁当等）・不動

産・スーパー等の事業者と「高齢者見守り協定」を

締結しています。協定締結事業者は、事業活動の

なかで気づいた異変を区等に通報し、通報を受け

た区は、高齢者等本人の状況確認を行っていま

す。引き続き事業者等と連携を図り、安心して高

齢者等に住宅を貸していただけるように、居住支

援の取組みを行ってまいります。 

２ 

毎日、野良猫等への餌やりをしている方がいま

す。近隣では、車の傷、ノミ、糞尿、騒音などの被

害もあり、地域の問題になっております。精神的

な課題、孤独を抱えているようです。改善のお願

いだけではなく、アルコール依存症のように包括

的で精神的な支え、対処が必要のようです。今

後、ぜひ、野良猫の餌やりをする方への精神的な

フォローや見回りもしていただけると幸いです。 

区内２８か所のまちづくりセンターでは、日常的な

様々な問合せへの対応や地区の課題などの困り

ごとの相談を受け、解決策を一緒に考えます。 

世田谷版地域包括ケアシステムの強化に向けて

は、地域に潜在している支援ニーズを抱えた方を

早期発見し、必要な支援につなげることや、支援ニ

ーズに沿った様々な社会資源につなげていくこと

が重要であると考えております。一方で、そのよう

な方を行政のみで発見し、アプローチしていくこと

は困難であることから、様々な支援機関や地域住

民、地域活動団体と協力して、早期発見できる地

域づくりに努めたいと考えております。お近くに気

になる方がいましたら、ぜひ最寄りの福祉の相談

窓口であるまちづくりセンターへご相談ください。 

3 

相談支援のイメージ図についてです。ぜひ男女

共同参画センターらぷらすや性的マイノリティ当

事者団体などを加えてください。共助としての

ピアサポートは大変重要です。 

第４章第２節（２）「人権擁護の推進」でも記載させ

ていただいたとおり、性的マイノリティの方への福

祉的支援にかかる対応力の向上と体制の充実は、

重要な課題であると認識しております。相談支援

のイメージ図についてのご意見は参考にさせてい

ただきました。 
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4 

総合支所保健福祉課すべてに、「介護指導職員」

を複数名配置し、「困難ケースのコーディネータ

ー的役割」等の責務を果たすための仕組みを構

築すること。 

【類似意見 他１件】 

保健福祉課では、医療関係者やあんしんすこやか

センター、事業者など、地域の様々な機関との連

携体制を構築し、困難ケース等への対応を進めて

おります。現在配置されている介護指導職員もチ

ームの一員として対応しているところですが、対

象によっては緊急時バックアップセンターの活用

も図りながら、緊急時に必要な支援を行ってまい

ります。介護指導職の配置のない支所で介護指導

職員の派遣が必要な場合は、支所間で調整してお

ります。 

また、区民の困りごとが複雑化・複合化しており対

応が困難なケースの場合には、多機関が協働して

取り組めるよう、コーディネーター的役割を担う事

業の検討も進めております。 

今後も引き続き区民の安心安全の地域生活のた

め、個々のケースの状況等にあわせ、福祉緊急対

応要綱の活用を図りながら、必要な支援を進めて

まいります。 

5 

「世田谷区障害者等に係る福祉緊急対応に関す

る要綱」第 8条第 1項及び「世田谷区高齢者等

に係る福祉緊急対応に関する要綱」第 6条第 1

項に定める「サービスの提供」について、世田谷

区社会福祉事業団と協定を締結すること。また、

制度を関係職員と区内事業者、区民に周知する

とともに、制度を積極的に運用すること。さらに

介護指導職員の役割と福祉緊急対応事業の重要

性について、「世田谷区地域保健医療福祉総合

計画」に明記すること。 

【類似意見 他１件】 

世田谷区社会福祉事業団との福祉緊急対応に関

する協定については、高齢者を対象として、家族

からの虐待等、やむを得ない事由により居宅サー

ビスを利用することが著しく困難な高齢者を措置

として特別養護老人ホームへ入所させる老人福祉

法に基づく対応に関して結んでいます。また、福祉

緊急対応の運用については、研修を通して職員の

理解を深め適切に適用されるよう努めています。

今後とも地域活動団体や事業者、関係機関とのネ

ットワークを充実させ、必要な支援を行ってまいり

ます。 
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６ 

諸外国と比較しても低い生活保護の捕捉率を上

げていこうという観点が読み取れません。厚生

労働省のホームページには、「生活保護の申請は

国民の権利です。生活保護を必要とする可能性

はどなたにもあるものですので、ためらわずに

ご相談ください。」と明記されています。厚生労

働省が示している姿勢と同様の方向性を世田谷

区の生活困窮者支援においても打ち出してくだ

さい。 

区では、厚生労働省のホームページと同様の内容

を区のホームページにも掲載しており、また生活

相談の案内チラシを地域包括支援センターや図書

館などでも配架、その他年末年始前などは FM せ

たがややデジタルサイネージ、区公式アカウントに

よるX（旧ツイッター）による配信など、経済的に困

窮している方がためらわずに各総合支所生活支援

課にご相談いただけるよう広く周知しておりま

す。 

また世田谷区生活困窮者自立相談支援センター

「ぷらっとホーム世田谷」においては、生活に困窮

された方へ自立に向けた支援を実施すると共に、

相談者の状況に応じて生活保護制度へのつなぎ

を行っております。 

引き続き、各総合支所生活支援課とぷらっとホー

ム世田谷が連携し、生活困窮者支援を行ってまい

ります。 

７ 

高齢者の孤独死が近所の集合住宅で数多く発生

していると聞いたことがあります。人が住んでい

るようだけれども、手入れが行き届いていない

ようなお宅も見かけます。地域福祉推進の視点

に述べられているように、問題を抱えている人

たちが、サービスの対象とならないように行政

が役割を果たしてもらいたいと思います。 

世田谷版地域包括ケアシステムの強化に向けて

は、複雑化・複合化した課題を抱えた方や制度や

サービスの対象とならないような、いわゆる狭間

の支援ニーズを抱えた方についても、ニーズに沿

った支援になげていくことが重要であると考えて

おります。区は、保健福祉センターを中心に、福祉

分野に限らず、その方のニーズに沿った支援を実

施できるようチームを組織して、様々な機関等と

一体になって支援を行っていきます。お近くに気

になる方がいましたら、ぜひ最寄りの福祉の相談

窓口であるまちづくりセンターへご相談ください。 
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８ 

教育分野と福祉分野との連携は、とても大切な

問題だと思います。世田谷区では、公立学校の

教員が不足していると聞きました。そのような環

境では、先生たちにも負担がかかることが想像

され、生徒へのきめ細かい対応が困難になる場

合もあると思います。不登校の生徒が通う特例

校もあるようですが、そもそもの原因を検討する

ことも必要ではないでしょうか。充実した支援体

制を望みます。 

公立学校の教員不足につきましては、近年全国的

に生じており、結果として教員一人当たりの負担

も大きくなっております。世田谷区教育委員会と

しましては、任命権者である東京都教育委員会に

対し、児童・生徒へのきめ細やかな対応ができる

よう必要な人員配置を要望してまいります。 

また、不登校を未然に防ぐため、各学校の中にほ

っとルーム（別室登校）設置校を拡充していくとい

った取組みを推進し、支援体制の充実に努めてま

いります。さらに、不登校児童・生徒への個々に応

じた支援だけでなく、不登校を生み出さないとい

う学校づくりの視点が不可欠となっており、不登

校の未然防止、早期発見・早期対応、長期化した場

合の支援など、各段階における対応の基本的な考

え方を示す教職員のためのガイドラインが必要と

考えております。日々子どもたちと接している教

職員が、多様化する社会の中で、世田谷区に住む

子どもたちの最適な学びを実現するために活用で

きるようガイドラインの策定に取り組んでまいりま

す。 

９ 

コロナ禍で多くの人が多くのものを失い、当たり

前が当たり前じゃなくなった経験をみんなが体

験したなかで、死別だけでなく、あらゆる喪失体

験がグリーフにつながることを前提とした内容

にしてほしい。また、グリーフは自然で健康な反

応であり、病気ではない。グリーフを抱えたとき

に必要なことは、「グリーフ・インフォームド（グリ

ーフにかんして理解のある）」サポート及びコミュ

ニティであることを踏まえた内容にしてほしい。 

ご意見の通り、死別や離別だけではなく多様な喪

失体験がグリーフであると認識しております。グリ

ーフは、誰もが経験する「自然で健康な反応」であ

る一方で、深いグリーフを抱えた時の必要な支援

として、グリーフサポート事業を実施しておりま

す。改正自殺総合対策大綱（令和 4 年 10月）の重

点施策に「自死遺族・遺児への支援」も位置づけら

れておりますので、区では自殺対策としても取組

みをすすめております。 

また、「グリーフ・インフォームド」についての貴重

なご提案もありがとうございます。「グリーフ」に

ついて認知度はまだ低い状況ですが、進展する高

齢社会における地域包括ケアシステムの強化に向

け、区民や職員に対する啓発をすすめてまいりま

す。 

１０ 

マンション・アパートの住人同士がゆるくつなが

れるシステムがあると良い。おとなりさんともあ

まり会わず、顔も知らない事がないように。 

４章第１節（１０）「防犯・防災」にも記載のとおり、ど

なたにも関わりのある防犯・防災の取組み等を入

り口として地域のネットワークを築き、地域の見守

りを強化していけるよう取り組んでまいります。 
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第４章 今後の施策の方向 □2  世田谷版地域包括ケアシステムを支える基盤整備 に関すること 11 件 

番号 主な意見の概要 区の考え方 

１ 

福祉人材のこれ以上の確保は難しいと思うの

で、機械化・自動化の推進や、事務作業の負荷低

減化(ICT活用推進や BPO導入への補助など)

に重点的に取り組むべきだと思う。 

区としても、人材不足への対応は保健医療福祉分

野にまたがる重要な課題と認識しております。福

祉人材の確保に向けた取組みを推進するととも

に、ご提案のような先進技術を活用した業務負担

の軽減にも取り組んでまいります。 

２ 

介護職の人材育成で委託先に外部講師をよんで

いるが、リハビリひとつ取り上げても特定の内容

に偏っているのではないか。研修企画や教材な

どに多様な疾患の視点を盛り込んでほしい。 

区では介護職の人材確保育成・定着及び専門性の

向上を目的として、研修の運営等を世田谷区福祉

人材育成・研修センターに委託しております。いた

だいたご意見も参考に、様々な疾患やニーズに対

応した、よりよい学びを提供できるよう研修内容

等の充実を図ってまいります。 

３ 

よいかどうかは別にして、６５歳までの雇用が一

般的になりつつあり、高齢社会における人材の

活用が求められていると思います。人生経験の

ある人が活躍できる仕組みについても考えても

らえるとよいのではないでしょうか。 

高齢者が地域活動や就労の中で豊富な知識や培

ってきた経験を活かし、全世代への支援や多世代

の交流を通して、自らの出番と役割を見出し、生き

がいと心の豊かさや幸福感を感じられるよう柔軟

な発想をもって高齢者に関する施策を進めます。 

４ 

子どもの権利については、まだまだ理解が進ん

でいないように思います。せっかく２３区初の条

例を制定したのですから、もう一歩進んだ理解

促進策を検討すべきではないでしょうか。 

区では、平成 13 年に東京２３区で初となる子ども

条例を先駆的に制定しました。施行から２０年が経

過し、東京都こども基本条例やこども基本法が施

行されたことなどを契機として、これまでの条例

や権利擁護を含めた子ども施策を評価・検証する

ため、令和４年度に子ども・子育て会議において議

論を重ねてきました。現在、令和７年４月の条例改

正に向けて議論を進めています。また、子どもの

権利については、子どもも大人も理解する必要が

あることから、令和６年度より順次、児童館や学校

でそれぞれの年齢や成長発達に応じた子どもの権

利学習を実施するとともに、学校職員や区職員を

対象に子どもの権利全般について学習し、学校や

子ども関連施設等で権利学習ができる人材を育

成してまいります。 
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５ 

福祉人材の確保は、まずは今現場で働いている

方々の労働環境を改善するという視点が重要で

はないでしょうか。特に福祉の仕事は簡単にで

きるものではありません。福祉の仕事をしている

人が、区内で住みやすいようにしたり、研修に参

加しやすくするなどの環境整備を支援すること

が大切ではないかと思います。 

ご指摘のとおり、福祉の現場で働いている方の労

働環境を改善するという視点は重要であると認識

しております。区では、高齢、障害、子ども・子育て

の各分野において、宿舎借り上げ支援や職員研修

費用の支援といった福祉人材確保・育成・定着に

関する支援を行っています。このような取組みに

加え、今後は福祉の仕事の魅力発信や、タスク・シ

フト/シェアの推進、先進技術の活用による、専門

人材が専門性の高い業務に専念できる環境整備

にも取り組んでまいります。 

６ 

先進的な技術の活用は、高齢化社会において重

要だと思います。一方で、導入に関わる費用もそ

れなりになる場合が考えられます。成果につい

ては、きちんと検証したうえで、関係各所におけ

る情報共有を図り、全体としての最適化が進む

ようにして欲しいです。 

先進技術の活用にあたっては、しっかりと課題を

捉えたうえで、解決に有効な技術やシステムを活

用・導入してまいります。また、最大の効果を得ら

れるよう、評価・検証してまいります。 

７ 

認知症と犯罪の問題について共通することです

が、地域の見守りが大切だと思います。地域の関

係性ができるような取組みについても検討して

もらえるとよいのではないでしょうか。 

ご指摘のとおり、認知症の方も安心・安全に暮らす

ことができ、犯罪等を未然に防止していくために

は、地域の見守りが大切だと認識しております。４

章第１節（１０）「防犯・防災」にも記載のとおり、ど

なたにも関わりのある防犯・防災の取組み等を入

り口として地域のネットワークを築き、地域の見守

りを強化していけるよう取り組んでまいります。 

８ 

福祉人材の確保は応募を待つだけでなく、積極

的に幼小中学校の PTA 役員、町内会等に出向

いて呼びかけ、人材を確保して専門的に育成を

していくことがより望ましい。他方、地域の人々

をつなぐ役割を担う町内会が硬直して機能して

いないと感じられる。このことは、地域共生社会

を目指すには心許ない。町内会の在り方を再考

し、役員のなり手不足等の諸問題は、組織運営に

知識と経験のある、まちづくりのデザインができ

る人材や行政側からのサポートが必要であると

考える。 

地域コミュニティを支える町会・自治会の担い手不

足等は、大きな課題と認識しています。区は今後

も、東京都つながり創成財団が実施する町会・自

治会の活動基盤強化を支援する「地域の課題解決

プロボノプロジェクト」の積極的な利用を町会・自

治会に働きかけてまいります。 

また、コロナ禍を経た町会・自治会を取り巻く環境

の変化を踏まえ、区の実情に相応しい支援策の充

実を図っていく必要があります。町会・自治会への

アンケート調査により実態把握に努め、人材確保

や負担軽減等に向けた支援について検討を進め

てまいります。 
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９ 

人権擁護の推進の「今後の課題」に、LGBTQ に

関する記述があることは非常に良いと思いまし

た。ぜひ積極的に取組みを進めて頂きたいと思

います。しかし、記述の内容が不可解で、一面的

な文章となっているように思われます。当事者

の実態、直面する問題などを把握したうえで、論

理的な記述に修正して頂きたいと思います。当

事者や専門家にヒアリングをするなど、問題や論

点を整理したうえで、体系的に問題を整理して

記述するよう求めます。 

第４章第２節（２）人権擁護の推進でも記載させて

いただいてはおりますが、ご指摘いただいた点に

ついては、各所管にも伝え、引き続き、性自認や性

的指向が十分に尊重されながら、安心して支援を

受けることができるよう、福祉的支援にかかる対

応力の向上と体制の充実、利用できる制度や資源

の拡充を図ってまいります。 

10 

これからは生きづらさに気づき、支える活動が

必要になります。サービスを提供する人材養成

を考えてください。日本で６２８万人のケアを必

要とするケアラーがいれば世田谷では少なくと

も６万人がいることになります。さらにこの人数

はヤングケアラーを含んでいませんから、数万人

増えます。大雑把に言えば最小限でもまずスタッ

フは１千人、ボランティアは１万人必要です。サー

ビスの体制は、走りながら構築するしかありませ

んから、最も困難な人づくりに着手してくださ

い。 

区としても、人材不足への対応は保健医療福祉分

野にまたがる重要な課題と認識しております。今

後は福祉の仕事の魅力発信や、タスク・シフト/シェ

アの推進、先進技術の活用による、専門人材が専

門性の高い業務に専念できる環境整備にも取り

組んでまいります。 

11 

子どもたち、小中学生が、高齢者、障害者、認知

症のある人からのお話を直接聴く機会があると

良いと思います。核家族が増え、いろんな人や、

世代の人々と関わるとよいと思います。近所の

人々とつながることになるかもしれません。それ

が福祉への関心と人材育成につながると良い。 

ご提案のとおり、多世代の交流は大切だと認識し

ております。幼少期から地域の活動に参加するこ

とで、社会参加を身近に感じてもらい、大人になっ

た時に地域活動や福祉の仕事に興味を持ってもら

えるような取組みを推進してまいります。 
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成年後見制度利用促進基本計画 に関すること ４件 

番号 主な意見の概要 区の考え方 

１ 

成年後見制度には、多くの問題がある。その制度

を統括する家庭裁判所は、大部分の情報を非開

示とし、また、弁護士に委ねる。そうすると、不正

行為が隠蔽されるので、後見制度を利用する人

は少ない。そこで、家族信託制度が導入された

が、これも、情報がある特定の人等に委ねられ、

非公開である。社会福祉協議会も、家裁の下部

機関のたぐいである。広く市民が、公正、公開で

高齢者を見守る社会が必要である。あんしんす

こやかセンターも、非公開基本では、住民の安

心・安全は得られない。市民参加の開かれた社会

をつくるための協議が必要である。 

区では、区民のご意見を成年後見制度の利用促進

に反映させるため、世田谷区成年後見センター運

営委員会や世田谷区成年後見制度地域連携ネット

ワーク会議において、民生委員・児童委員の方に

参画いただいております。 

また、住民同士の支えあい活動の一環として、「区

民成年後見人養成研修」を実施しており本人に寄

り添うことを第一とした区民成年後見人が、世田

谷区社会福祉協議会の監督と支援を受けながら

制度の一翼を担っています。 

今後は、いただいたご意見を参考に、区民成年後

見人との連絡会を通じて協議の場を設けることで

市民参加の開かれた社会を目指していきます。 

２ 

成年後見制度については、2022 年 10月 7 日

付の国連勧告「障害者の権利に関する委員会第

27 会期日本の第１回政府報告に関する統括所

見」の内容を反映してください。 

世田谷区成年後見制度利用促進基本計画【素

案】の「計画策定の背景」では、令和４年３月に国

が策定した第二期成年後見制度利用促進基本計

画を踏まえ、区は新たに『世田谷区成年後見制度

利用促進基本計画』を策定し、制度の利用促進に

向けて、取り組むものとします。」として、国連勧

告とは逆の方向性が示されています。 

国の方向性に沿わなければならない側面がある

としても、国連より勧告が出ており、一般的意見

１号にある通り、「後見人制度及び信託制度を許

可する法律を見直し、代理人による意思決定制

度を、個人の自律、意思及び選好を尊重した支

援付き意思決定に置き換える法律と政策を開発

する行動を起こす必要がある」ことが課題である

旨は明記してください。 

【類似意見 他１件】 

２０２２年、国連による勧告が行われ、日本の障害

者政策の未解決な課題が明らかになりました。そ

のひとつとして、成年後見制度について精神障害

者、知的障害者の法的能力の制限のあり方が懸念

され、「意思決定を代行する制度を廃止する観点

から、すべての障害者が、法律の前にひとしく認め

られる権利を保障するために民法を改正するこ

と」が勧告されました。 

障害の有無にかかわらず、本人の意思決定は最大

限尊重され、その権利を擁護し、支援する制度が

求められていると考えています。 

現行の成年後見制度の見直しは民法の改正を伴

うものになりますが、本人の意思決定を尊重し、そ

の支援ができるようできる限り改善するようにし

ていきます。 

３ 

成年後見人制度は、国連勧告を受けた経緯もあ

ることから、積極的な活用については慎重にあ

るべきではないかと感じました。 
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再犯防止推進計画 に関すること 3 件 

番号 主な意見の概要 区の考え方 

１ 

保護司やエッセンシャルワーカーの人手不足が

特に深刻な中、再犯も含めて被害者及び加害者

を生まないためには、専門性の高い関係機関が

チームとなって連携することで、「誰一人取り残

さない世田谷区」つまり「生まれてきて良かった

世田谷で暮らして幸せだ」という理想のまちづく

りを８年間で実現できると考えます。 

再犯防止推進計画では、基本目標の１つに「関係機

関との連携強化」を掲げており、対象者を必要な

支援機関につなぎ、複雑化・複合化した課題に対し

ては支援機関のネットワークの下で支援するな

ど、生きづらさを抱えた支援を必要とする人を取

り残さない体制を構築することで、立ち直りを支

え、誰もが安全・安心して暮らすことができる地域

社会の実現に向けて取り組んでいきます。 

２ 

刑期を終えた人等への支援と犯罪被害者等への

支援は、必要な施策だと思います。ただ、素案全

体を通じて、犯罪加害者の家族・関係者に対する

支援策が皆無であることに懸念があります。世

田谷区再犯防止推進計画においても、国の考え

方や、東京都の公益財団法人の問題提起を踏ま

えて、計画を策定する必要があると考えます。 

加害者家族支援も再犯防止の視点の一つと捉え、

職員をはじめ区民や事業者に対して、加害者家族

が置かれた状況に配慮した言葉かけや接し方とい

ったアセスメントの充実や理解促進を図るなど、

関係機関や NPO 法人等との連携のもと取り組ん

でいきます。 

３ 
犯罪者の被害者だけでなく、加害者の家族や関

係者へのケアも必要だと思います。 
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その他 １９件 

番号 主な意見の概要 区の考え方 

１ 

子育てしやすいように子どもにかかる医療費を

負担してほしい。 

子ども等医療費助成は、現在、１８歳到達後の最初

の３月３１日までを対象に実施しています。本制度

では、所得制限や窓口負担金を設けることなく、

保険診療の自己負担分と入院時食事療養費を助

成しております。 

２ 

母子支援事業に関して、現在産前産後ヘルパー

の家庭訪問事業を区から受託している。9 年目

となり最近はツウィンズサポートの依頼が急激

に増加しております。双子をドゥーラ(ヘルパー)

ひとりで 2 時間以上各ご家庭に訪問して、家事

や育児のケアサポートをしておりますが、2 時間

で利用者はお子様おひとりと同じコストです。ひ

とりのヘルパーに 1 回 2時間で 2枚の券が使用

できるようにしていただきたい。しかも、利用者

は券を使い切れず捨てている方も多いのが現状

です。現実的には、2 人のドゥーラが同時にご家

庭に入る事も難しいです。 

ツインズプラスサポートについては、必ず保護者が

在宅していることを条件に訪問していただく事業

としています。利用券については、２時間の利用に

対して１枚使用できることとしておりますので、ヘ

ルパー（ドゥーラ）がその時間内におひとりで対応

できる範囲の家事・育児支援をしていただくもの

です。ツインズプラスサポート利用者によっては、

育児はせず、家事支援のみを希望される場合もあ

りますし、利用状況の詳細を１件ずつ確認すること

は困難なため、一律に２枚の利用券の使用は想定

しておりません。また、ご家庭によっては、同時に

２名のヘルパー（ドゥーラ）が訪問しているケース

もありますので、そのような利用をしていただくこ

とは問題ありません。なお、利用券を使いきれな

い点については、希望の訪問日時の予約が取りづ

らいとの問題もありますので、現在も新規事業者

等の確保に努めております。 
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３ 

高齢者の増加が見込まれていますが、独居高齢

者も増加していくと思います。終活サポート事業

を地域福祉計画に含めていただきたいです。エ

ンディングノートを用意しても、信頼して預けら

れる先がなければ意味がありません。事業者トラ

ブルなどが問題なっている昨今、行政のサポー

トが不可欠であると考えます。 

今後は、身寄りのない高齢者が増加していくこと

となり、身の回りのことが思うように出来なくなっ

たり、病気になってご自身の意思を伝えられなく

なったときに備えて、ご自身の希望をわかりやす

く伝えるエンディングノートは非常に有効と考えま

す。任意後見制度では、認知症などで契約や支払

いが出来なくなったときに備えて、エンディングノ

ートに記載した希望する生活を実現するために、

財産管理や身上保護を行ってもらう任意後見人を

あらかじめ自分で選び、任意後見契約を結んでお

くことができます。任意後見契約は、公証役場で

公証人が作成する公正証書で結び、家庭裁判所が

任意後見監督人を選任することとなりますので、

エンディングノートを預ける一つの選択肢としてご

検討ください。なお、いただきましたご意見を参考

に行政のサポートについて、検討させていただき

ます。 

４ 

とにかく子どもや子育て世代を重点的に支援し

てほしい。 

区は、世田谷区子ども条例のもと、子ども・子育て

応援都市として、妊娠・出産・育児から、学齢期の

児童・生徒、若者に至るまで、様々な施策を充実さ

せてきました。 

コロナ禍の影響もあり、地域の見守りや支えあい

のコミュニティが希薄化し、子どもや子育て世帯が

孤立しがちになっていることから、令和５年３月に

は「今後の子ども政策の考え方（グランドビジョ

ン）」を定め、すべての子育て家庭を対象とした子

ども・子育て支援施策を拡充する考えから、令和５

年度からは、新たな施策を開始しています。本計

画の策定にあたっても、この考え方を踏まえ、子ど

も・子育て施策を重点に、取り組んでまいります。 
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５ 

使いやすい保育園にしてほしいです。産休中の

母親がいるから延長保育ができない・土曜保育

が利用できない、さらに時短の利用に切り替え

るのは、出産前後の母体への無理解だと思いま

す。大きなおなかで、いつ体調が崩れるかわから

ないデリケートな時期に、子どもの世話ができる

という前提が、母体を軽視しています。この「産

休・育休中の延長保育・土曜保育原則禁止、時短

利用の促進」などは撤回してください。 

認可保育園の保育時間は、開所時間の範囲内で、

お通いの保育園と保護者の方との話し合いのうえ

で、保育を必要とする時間について利用すること

ができます。保育園によっては、産休・育休中のお

迎え時間を早めに設定している場合もございます

が、「原則禁止」の規定はなく、個別の事情により

保育の必要性があれば、必要な時間の範囲で利用

することができますので、ご遠慮なくご相談くだ

さい。ただし、延長保育については、通常の開所時

間を超えて実施しておりますので、勤務時間の都

合で延長保育時間に保育ができないこと等の要

件を設けております。 

６ 

羽根木や大原地域には、認可保育園がとても少

ないです。北沢エリア全体では増えていても、民

間の保育園は小田急線沿いに集中し、とても通

わせられません。民間まかせではなく、地域にま

んべんなく保育園をつくるのが行政の役割では

ないでしょうか。 

保育園の利用を希望しながらご要望にお応えでき

ていない現状は申し訳ございません。区では待機

児童の解消のため、私立認可保育園を中心に整備

を進めてまいりましたが、就学前人口の減少等に

より、施設によっては欠員が生じています。保育施

設の配置は地域により多少の偏在があるものの、

施設は充足したと考えており、今後は地域の需要

等を踏まえ、適切な定員構成となるよう進めてま

いります。 

７ 

羽根木集会所を残してほしい。集会所は、子育て

世代も利用しています。子どもを抱えて代田の

方まで歩くことは大変です。実際に、羽根木集会

所の存在を知らなかったという近隣住民は多い

です。区として、利用促進のために集会所の存在

を周知してください。 

羽根木区民集会所については、区内在住・在勤・在

学の方が半数以上で構成されるけやきネットの登

録団体が利用できる施設となっております。これ

までに、利用率の低い施設について、周辺施設の

偏在や利用状況等を総合的に判断し、羽根木区民

集会所を廃止することとなりました。 

利用団体及び近隣住民等への説明会、車座集会に

おいて様々な意見をいただきました。現在、「区民

と利用者への説明を時間をかけて丁寧に行い、し

っかりと意見を聞き、時間軸について再検討す

る。」との指示のもと、検討しているところでござ

います。 
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８ 

今年初めて区の乳がん検診（マンモグラフィー）

を受診しました。検査後の面談で私の場合はマ

ンモでは判別が難しい体質と言われ、超音波検

診を勧められました。しかし、区で補助が出るの

はマンモのみで超音波は別途自費で払うように

言われたため、年金暮らしではちょっときついの

で、今回は見送りました。私のような体質の人は

結構多いようですので、ぜひマンモと超音波を

選択できるようお願いしたいです。 

区のがん検診は、死亡率減少効果が科学的に証明

されているがん検診として国が指針で定めている

ものを基に実施しております。超音波検診は、乳腺

の密度が高い高濃度乳房の場合の乳がんの発見

にメリットがある一方、現時点では、死亡率減少効

果が明らかにされていないため、国の指針では推

奨されておらず、区の乳がん検診としては導入し

ておりません。 

国の指針では、高濃度乳房の方をはじめとする受

診された方々のがんの早期発見のための方法とし

て、検診の際、検診の実施機関より、自分で日常か

ら乳房の変化を意識する生活習慣（ブレスト・アウ

ェアネス）を身につけるよう説明を行うことが推奨

されているため、区のがん検診においても、ブレス

ト・アウェアネスの説明が十分に行われるよう、引

き続き検診の実施機関へ徹底を図ってまいりま

す。 

なお、がんの早期発見に効果的な検診の方法につ

いて、科学的な研究が重ねられているところです。

今後、超音検診をはじめ、新たな検査方法が国の

指針で推奨されることとなった場合、区としても

速やかに助成の対象とするなど、がん検診の一層

の普及促進に努めてまいります。 

９ 

相談体制の充実とあるが、「相談」の定義を明ら

かにしてください。家族（難病）の件で、電話での

相談の際、相談内容が解決・改善に向かわないこ

とがある。そのため、後になって議員からも公的

に調べてもらうと、「そのような相談は受けてい

ない」などと言われることが複数の課にわたって

起きてきた。役所は何をもって「相談」とみなす

のか。 

区民の皆様が抱えている困りごとについてご相談

いただいたものはすべて「相談」です。原則、受け

つけた相談窓口で対応しますが、必要に応じて適

切な関係機関にお繋ぎすることもございます。今

後は、いわゆる制度の狭間に陥ることがないよ

う、隙間のない支援を推進してまいります。 
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10 
家族が介護離職しなくてすむように、施策の総

点検もしてください。 

区では、令和６年度を初年度とする第９期高齢者

保健福祉計画・介護保険事業計画の策定に合わ

せ、介護離職防止のための家族介護者支援も含め

た各施策の現状や課題の整理を行いました。今後

とも家族介護者相談・支援の充実に取り組んでま

いります。 

また、区内事業者に対しては、国の両立支援等助

成金や東京都の介護休業取得応援奨励金をはじ

め各種事業の活用を案内するとともに、区におい

ても、区内企業の従業員の就業継続のための独自

のテレワーク導入支援や、関連する労働相談とセ

ミナーを始めました。今後はさらにこうした施策の

充実を図ってまいります。 

11 

医療からも介護からも「キーパーソン」としてあ

てにされますが、キーパーソン自身への財政的

補助や減免措置なども考えてほしいと思いま

す。離職をしたりして、亡くなった後は途方に暮

れるように放り出されます。国民年金などもキー

パーソンは制度上失業者の扱いでしかありませ

ん。１０年以上もの間、医療からも介護からもキ

ーパーソンとしてあてにされつづけ、離職して必

死に対応し、挙げ句年金が少ない状態におかれ

てしまう点も世田谷区に限った話ではありませ

んが、焦点をあててほしいと思います。 

12 

精神科に通院しているものですが、担当医と、自

費のカウンセラー以外に、相談するところがな

く、８年くらい困り続けています。障害者手帳や、

自立支援医療の手続きで区役所の窓口に行きま

すが、経済的なことなどの相談先が全くないた

め、一般向けのファイナンシャルプランナーにで

も相談しなければと思っています。起業やフリー

ランスで働くとなると、また違った相談窓口に行

かなければならないし、予約を取ること自体に難

しさがあったりします。 

総合支所保健福祉センターでは、障害のある方の

手帳の申請や福祉サービスの相談、自立支援医療

給付等、様々な申請・手続きと合わせて、生活・健

康等日常生活にかかる様々なご相談をお受けして

おります。また、地域障害者相談支援センター「ぽ

ーと」においても、年齢や障害種別を問わず障害

に関するご相談をお受けしております。上記のい

ずれにおいても、ご相談内容に応じてより専門的

な相談を要する場合には、適切な支援機関の情報

提供等を行っております。 
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13 

世田谷区の地域割りについては、自治体を中心

としたものとなっていて、必ずしも実際の生活圏

を反映していないのではないかと思います。大

きな道路や線路で分断されている地域について

は、区割りを見直すか、補完的な仕組みを導入す

べきではないでしょうか。 

区では、昭和 53 年の世田谷区基本構想を起点と

し、平成３年から地域行政制度（５地域分け）を導

入しました。都市としての一体性を保ちながら、区

内を適正な地域に区分して地域の行政拠点を設

置し、これを中核として総合的な行政サービスや

まちづくりを実施する仕組みです。「適正な地域の

区分」は、議会の要望や地元の意向、都の行政区画

との整合、歴史的背景など、様々な要素を調整の

うえ、現在の形となりました。このようなことは、

各自治体間の境界（区境）についても、同様のこと

が言えます。以上のような検討の経緯や、現在の

地域区分が浸透している現状から、地域区分の変

更には、多くの区民の方々のご意向とご理解をい

ただく必要があると考えております。 

一方で、ご提案いただいた「補完的な仕組み」とし

て、区では電子申請できる手続の拡充など、今後

もデジタル技術を積極的に活用することにより、

区民の方々の利便性向上に取り組んでまいりま

す。 

14 

「緊急介護人派遣」について、対象に「愛の手帳 4

度」を加えてください。多くいらっしゃるであろ

う「軽度の知的障がい」のある方々が家族のサポ

ートを受けられなくなっても住み慣れた地域で

の生活を「安心して」送れるようになるために緊

急介護人派遣サービスの対象の拡大を希望いた

します。以上を「是非」、計画の策定に反映させて

ください。 

緊急介護人派遣は、身体障害者手帳１級又は２級

の方、愛の手帳１度から３度の方、脳性麻痺又は進

行性筋萎縮症の方、精神科病院に長期間入院し、

訪問支援事業により退院に繋がった方を対象と

し、保護者や家族が一時的に障害児者の介護がで

きない場合に介護を提供する事業です。障害のあ

る方の地域生活でのサポートは大切と考えてお

り、いただいたご意見につきましては、今後の参

考とさせていただきます。 

15 

生命、人間に対する最適な考えを持つ方として

世田谷在住者では○○先生がいらっしゃいま

す。生命３８億年の歴史で考えとりくまれていま

す。今回の「地域保健医療福祉総合計画」の策定

の趣旨に最適と思われます。審議会の中心にな

る学識経験者として、ぜひ協力をお願いしてくだ

さい。 

次回委員改選の折には、ご参考とさせていただき

ます。 
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16 

キーパーソンがいなくなったら誰が保証人や遺

骨などの手続等々をやるのだろうか。該当する

親族がいなかったら行政が直接的に関わるべき

分野で、条例や法整備も含めて変えることを迫

られているのではないかと感じています。人口

を増やす事はもちろん大事ですが、今生きてい

る一人ひとりが安心して死んでいけるような法

整備をしていく事も喫緊の課題ではないかと感

じます。世田谷区でも是非条例の改正などで対

応できるところは対応し、都や国で対応しないと

ならない点などをどんどん上にあげていってほ

しいと思います。 

区としても、高齢化が一層進む中、終活や死後の

ことなど具体的にどのようにすればよいか、高齢

者の不安が社会問題化していることは認識してお

ります。区では、世田谷区社会福祉協議会成年後

見センターに委託し、成年後見制度の利用や高齢

者の様々な不安に関しての相談に対応しておりま

す。また、相続や遺言についての「老い支度講座」

や葬儀・埋葬、家財処分などについての「終活講

座」を開催しておりますので、ご活用いただければ

幸いです。 

17 
映画館を作ってほしい。本屋さんを増やしてほし

い。補助金などで保護するとか。 

ご意見は今後の施策の参考とさせていただきま

す。 

18 

他自治体の良い所をとり入れ、世田谷区でも広

めてほしい。 

ご指摘のとおり、計画策定にあたっては、先駆的

な自治体の取組みは参考にさせていただいてい

ます。 

19 

看取り教育が少しでもできると良い。人の死を

もう少し身近にする事は大切な教育です。 

医療や介護が必要になっても、誰もが住み慣れた

地域で最期まで自分らしく安心して暮らし続ける

ために、在宅医療及びＡＣＰ（アドバンス・ケア・プラ

ンニング：人生会議）の普及や、看取りについての

家族や関係者の理解が大切であると考えます。 

このため、区では、在宅療養・ＡＣＰガイドブックを

作成し、広く配布するほか、実際にご自宅でご家族

の在宅療養を支え看取りを行った方をシンポジス

トの一人としてお招きし、人生の最期を地域で迎

えるための支援について、一緒に考える講演会・シ

ンポジウムを開催するなど、区民及び関係者の

方々への周知、普及に取り組んでおります。今後も

さらなる周知・普及を進め、地域で希望する在宅

療養生活や看取りの実現ができるよう、取り組ん

でまいります。 
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第４節 関連する法律・条令等の概要 
 

［第 1 章］ 

■社会福祉法 第 107 条 (市町村地域福祉計画) 

市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町

村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組

むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

2 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、地域住民等の

意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

3 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び評価を行うよう

努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更するものとする。 

 

■社会福祉法 第 106 条の 5 (重層的支援体制整備事業実施計画) 

市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第百六条の三第二項の指針に則して、

重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため、重層的支援体制整備事業の提供

体制に関する事項その他厚生労働省令で定める事項を定める計画（以下この条において「重層的

支援体制整備事業実施計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

2 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更するときは、地域住民、支

援関係機関その他の関係者の意見を適切に反映するよう努めるものとする。 

3 重層的支援体制整備事業実施計画は、第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画、介護保

険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律第八十八条第一項に規定する市町村障害福祉計画、子ども・子育て

支援法第六十一条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画その他の法律の規定によ

る計画であつて地域福祉の推進に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならな

い。 

4 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表するよう努めるものとする。 

5 前各項に定めるもののほか、重層的支援体制整備事業実施計画の策定及び変更に関し必要な事

項は、厚生労働省令で定める。 

■再犯防止推進法 第 8条 (地方再犯防止推進計画) 

都道府県及び市町村は、再犯防止推進計画を勘案して、当該都道府県又は市町村における再犯の

防止等に関する施策の推進に関する計画（次項において「地方再犯防止推進計画」という。）を定める

よう努めなければならない。 

  

４ 
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2 都道府県及び市町村は、地方再犯防止推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表するよう努めなければならない。 

 

■世田谷区地域保健福祉推進条例 第 16条 

区長は、地域保健福祉に係る施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本となる計画（以下

「推進計画」という。）を策定しなければならない。 

2 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 地域保健福祉の推進に係る施策の目標 

(2) 前号に係る実現の方策 

(3) 前2号に掲げるもののほか、地域保健福祉の推進に係る重要事項 

3 区長は、推進計画を策定するに当たっては、区民及び事業者等の意見を反映することができるよう

必要な措置を講ずるとともに、あらかじめ第 19 条に規定する世田谷区地域保健福祉審議会の意見

を聴かなければならない。 

4 区長は、推進計画を策定したときは、速やかに、これを公表しなければならない。 

 

■世田谷区地域保健福祉推進条例 第 17条 

区長は、前条第2項第 1号に掲げる地域保健福祉の推進に係る施策の目標を実現するため、区、区

民及び事業者等が行うべき事項を、地域保健福祉行動指針（以下「行動指針」という。）として策定しな

ければならない。 

2 区長は、行動指針を策定するに当たっては、区民及び事業者等の意見を反映することができるよう

必要な措置を講ずるとともに、あらかじめ第 19 条に規定する世田谷区地域保健福祉審議会の意見

を聴かなければならない。 

3 区長は、行動指針を策定したときは、速やかに、これを公表しなければならない。 

4 前2項の規定は、行動指針の変更について準用する。 

 

■東京都保健医療計画 

医療法第 30 条の 4 に基づく「医療計画」を含む、東京都の保健医療施策の方向性を明らかにする

基本的かつ総合的な計画。 

 

［第 3 章］ 

■世田谷区認知症とともに生きる希望条例（令和２年 10 月施行） 

条例では、以下の 2 点を基本理念に掲げています。この基本理念を柱に、区の責務、区民の参加、

地域団体、関係機関、事業者の役割を定めました。 

（基本理念） 

1.本人一人ひとりが自分らしく生きる希望を持ち、どの場所で暮らしていてもその意思と権利が尊重さ

れ、本人が自らの力を発揮しながら、安心して暮らし続けることができる地域を作る。 

2.区民、地域団体、関係機関及び事業者が認知症に対し深い関心を持ち、自らのことと捉え、自主的

かつ自発的な参加及び協働により地域との関わりを持つことで、認知症とともにより良く生きていく

ことができる地域共生社会の実現を図る。  



 

181 

第５節 用語解説 
 

（あ） 

● ICT 

インフォメーション アンド コミュニケーショ

ン テクノロジー（情報通信技術）の略称。 

 

● アセスメント 

個人の状態像を理解し、必要な支援を考え

たり、将来の行動を予測したり、支援の成果を

調べること。 

 

● アドボカシー 

子どもが自らの考えを整理することを支援

したり、意見を表明することを支援したり、本

人に代わって発言したりすること。児童相談所

職員、里親・施設職員、教員等の、行政サービ

スとして子どもを支援する専門性を有する職

員等による「制度的アドボカシー」や、独立性を

確保した意見表明等支援員による「独立アド

ボカシー」等の種類がある。 

 

● あんしんすこやかセンター 

世田谷区における地域包括支援センターの

名称。地域包括支援センターは、高齢者に関

する様々な相談を受ける「総合相談・支援」、

介護予防事業を推進する「介護予防ケアマネ

ジメント」、ケアマネジャーや医療機関等と連携

し、支援する「包括的・継続的ケアマネジメン

ト」、高齢者虐待や消費者被害の防止、成年後

見制度の利用支援を行う「権利擁護」の４つの

機能を持っている。 

 

● 医療的ケア児（者） 

日常生活及び社会生活を営むために恒常

的に医療的ケア（人工呼吸器による呼吸管理、

喀痰吸引その他の医療行為）を受けることが

不可欠な人のこと。年齢により、児童（１８歳以

上の高校生等を含む）を医療的ケア児、１８歳

以上を医療的ケア者という。 

 

● インクルーシブ 

「包摂的な」、「包括的な」、「すべてを包み込

む」を意味する。「社会的包摂（ソーシャル・イン

クルージョン）」という言葉からきており、「あら

ゆる人が孤立したり、排除されたりしないよう

援護し、社会の構成員として包み、支え合う」と

いう社会政策の理念。「ダイバーシティ」が性

別や年齢、国籍、人種、宗教、障害の有無など

の多様性が受け入れられている状態を指すの

に対し、インクルーシブは多様性が受け入れら

れているだけではなく、さらにそれぞれの個性

が尊重されながら共生していることを表す。 

 

● ACP 

アドバンス・ケア・プランニング（人生会議）：

もしもの時に自分が受けたい治療やケアを医

療・介護関係者や信頼できる家族やパートナ

ーなどの身近な人と繰り返し話し合うこと。 

 

● MSW 

医療ソーシャルワーカー（Medical Social 

Worker）のこと。保健医療機関等において患

者や家族の相談にのり、社会福祉の立場から

経済的・心理的・社会的問題の解決、調整、社

会復帰を支援する。 

 

● LGBTQ 

レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性

愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランス

ジェンダー（性自認が出生時に割り当てられた

性別とは異なる人）、クエスチョニング（性のあ

り方をあえて決めないまたは決められない人）

またはクイア（多様な性を包括する言葉）の頭

文字をとった言葉。  

５ 
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● おでかけひろば 

子育て世帯の育児のストレスや不安感の軽

減を目的とし、親子が自由につどい、親同士の

交流や子育て相談ができる場。 

 

（か） 

● 居住支援法人 

住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、

高齢者、障害者、子どもを育成する家庭その

他住宅の確保に特に配慮を要する者）の民間

賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、

住宅確保要配慮者に対し家賃債務保証の提

供、賃貸住宅への入居に係る住宅情報の提

供・相談、見守りなどの生活支援等を実施する

法人として都道府県が指定するもの。 

 

● グループホーム 

認知症高齢者や障害者等が、食事提供その

他の日常生活の支援を受けながら、地域で少

人数の共同生活を行う居住の場のこと。 

 

● ゲートキーパー 

自分や家族、友人など身近な方のからだや

こころのストレスサインに早めに気付き、必要

時、相談窓口に橋渡しを行い、「生きることを

支援する」役割の人をいう。 

 

（さ） 

● 災害ボランティアコーディネーター 

被災者からの支援要請（ニーズ）と災害ボラ

ンティア活動とをつなぐ役割を担当する。具体

的には、被災者からのニーズを受けて、被災者

とよく打合せ、場合によっては現場を訪問して

被災状況を確認し、どのような支援活動をする

のか決定する。その一方で、災害ボランティア

として活動する人を受け付け、ニーズとのマッ

チングを行う。また、災害ボランティアが安全に

活動でき、被災者が安心して支援を受けられ

るよう、様々な配慮をし、相談を受け、調整役

を務める。 

 

● 在宅医療 

外来や入院ではなく、自宅などの生活の場

で日常的な医学的管理と適切な介護を提供す

ることで、在宅での療養生活を可能とする医

療のこと。医師や看護師等の医療職と、ケアマ

ネジャー、ヘルパー等の介護職が連携し、それ

ぞれの専門性を発揮しながらチームケアで患

者の在宅生活を支えている。 

 

● サロン 

閉じこもりや孤独・孤立等の解消に向け「楽

しく 気軽に 無理なく」を基本として、地域・地

区の住民の方々が自主的に取り組む、お茶と

おしゃべりを中心に楽しむ仲間づくりの活動。 

 

● ジェンダーアイデンティティ 

自己の属する性別についての認識に関する

その同一性の有無または程度に係る意識をい

う。 

 

● ジェンダー主流化 

男女だけではなく LGBTQ など多様な性を

含めたすべての人が等しく利益を受けること

ができ、また不平等が永続しないよう、施策・

事業・組織運営における計画・実施・評価の各

プロセスに、ジェンダーの視点を反映させるこ

と。 

 

● 社会福祉協議会 

社会福祉法に基づきすべての都道府県・市

区町村に設置され、地域住民や社会福祉関係

者の参加により、地域の福祉推進の中核とし

ての役割を担い、地域福祉活動推進のための

様々な活動を行っている非営利の民間組織の

こと。 
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● 瞬間ボランティア 

「ながら見守り活動」を推進するため、いつ

でもどこでも困っている誰かのために、自然に、

瞬間的に「声かけ」や「手助け」などの活動がで

きる人を「瞬間ボランティア」と位置づけている。

講習会を開催し育成を図っている。 

 

● 自立支援協議会 

障害者総合支援法（障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律）の

規定に基づき、関係機関等が相互の連絡を図

ることにより、地域における障害者等への支援

体制に関する課題について情報を共有し、関

係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地

域の実情に応じた体制の整備について協議を

行う会議のこと。 

 

● スクールソーシャルワーカー 

福祉分野に関する専門的な知識や技術を

用いて、家庭や福祉関係施設など関係機関と

連携しながら、児童・生徒を取り巻く環境に働

きかけて支援を行う福祉の専門職。 

 

● 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム 

精神障害の有無や程度にかかわらず、誰も

が地域の一員として安心して自分らしい暮ら

しをすることができるよう、医療、障害福祉・介

護、住まい、社会参加（就労など）、地域の助け

合い、普及啓発（教育など）が包括的に確保さ

れた地域の重層的な連携による支援体制・仕

組みのこと。 

 

● 性的マイノリティ 

「性的少数派」「セクシュアル・マイノリティ」

とも表現される。「からだの性」と「自認する性」

が異なる人や、「好きになる性」が同性である

人など、多数派とは違う性のあり方を持つ

人々、すべてを含んだ言葉。 

 

● 制度の狭間 

ひきこもりや不登校、いわゆるごみ屋敷など、

公的サービスでは対象とならない福祉ニーズ

や生活課題が生じている状態。 

 

● 世田谷いきいき体操 

手首や足首におもりをつけて、上げ下げなど

の運動を行うことで、日常生活動作と関連の

ある筋力を維持・向上させる世田谷区独自の

体操。 

 

● 世田谷区基幹相談支援センター 

障害者総合支援法（障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律）の

規定に基づき、地域における障害のある方に

対する相談支援の中核的な役割を担う機関と

して、世田谷区が設置している機関のこと。 

 

● 世田谷版ネウボラ 

妊娠期から就学前までの切れ目ない支援を

行うことを目的として、区・医療・地域が連携し、

すべての妊産婦や乳幼児を育てる家庭に寄り

添い相談支援を行う、顔の見える顔の見える

ネットワーク体制。 

 

● 世田谷ボランティア協会 

世田谷のまちに暮らす人々によって支えら

れている、地域に根差した民間のボランティア

活動推進機関。世田谷にボランティア活動の

芽を育て、広げ、深め、高めることを目的に、草

の根のボランティアたちと行政機関が話し合い、

１９８１年に誕生。 

 

● せたミール 

スーパーマーケット・小売店・飲食店等への

協力を得て、区民が気軽に適切な量の野菜や

食塩を体験できるバランスのよい食事をいう。 
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（た） 

● 多頭飼育崩壊 

飼っているペットが、飼い主自身で管理しき

れない数に増えてしまうことにより、飼い主の

生活状況、動物の状態、周辺の生活環境など

が悪化することをいう。 

 

● 地域子育て支援コーディネーター 

「おでかけひろば」の中など区内６か所に配

置されており、研修を受けたスタッフが、身近

な場所で相談者に寄り添いながら、生活に密

着した地域の民間情報や公的な支援情報など

の提供や相談支援を行っている。 

 

● 地域障害者相談支援センター「ぽーと」 

障害者総合支援法（障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律）の

規定に基づく地域生活支援事業の１つで、障

害児（者）や家族等からの相談に応じ、必要な

情報の提供及び助言を行うとともに、障害者

等に対する虐待の防止及びその早期発見のた

めの関係機関との連絡調整その他の障害者

等の権利の擁護のために必要な援助を行う事

業のこと。世田谷区では社会福祉法人等に事

業委託し、愛称を「ぽーと」としている。 

 

● 地域保健福祉審議会 

世田谷区地域保健福祉推進条例に基づき、

区の地域保健福祉に係る施策を総合的かつ

計画的に推進するうえで必要な事項を調査審

議するため設置された区長の附属機関のこと。

学識経験者、福祉・医療関係者、及び区民等

の委員で構成されている。 

 

● 地区連携医事業 

各地区に担当の医師（地区連携医）を配置

し、あんしんすこやかセンターが行う様々な活

動の場で、医療的助言を通してあんしんすこ

やかセンターの行うケアマネジメント支援や、

地区における医療・介護関係者の連携を進め

る事業のこと。 

 

● 中間的就労 

ボランティア活動や軽作業など、一般就労と

福祉的就労（障害福祉サービスのもとで行わ

れる就労）の間に位置する就労。 

 

● DX（デジタルトランスフォーメーション） 

デジタル技術の導入や活用をきっかけに、ビ

ジネスだけでなく、人々の生活をより良い状態

へ変革すること。 

 

● DV 

配偶者や恋人等の親密な関係間で起こる暴

力のこと。同棲していない恋人の間でおこるデ

ート DV もドメスティック・バイオレンスの一形

態である。男女間だけではなく、同性同士のカ

ップルの暴力もある。なお、子どもの見ている

前で配偶者間で暴力を振るうこと（面前 DV）

は子どもへの心理的虐待にもあたる。 

 

● 閉じこもり 

高齢者が１日のほとんどを家の中あるいは

その周辺で過ごし、日常の生活行動範囲がき

わめて縮小している状態や、家の外へ出られ

る状態であるにもかかわらず、家から外に出な

い状況で、社会的な関係性が失われている状

態をいう。 

 

  



 

185 

（な） 

● 認知症初期集中支援チーム事業 

認知症（疑い含む）の高齢者や家族等を対

象に、看護師、医師等の専門職からなる「認知

症初期集中支援チーム」が定期的に（原則6ヶ

月程度）家庭訪問し、集中的に支援を行うこと

により、認知症に関する正しい情報提供のほ

か、認知症の進行や介護に関する心理的負担

の軽減、医療・介護サービスの円滑な導入等

を図り、支援体制を作ることを目指す、介護保

険法地域支援事業に基づく事業。 

 

（は） 

● 8050問題 

８０歳代の親と５０歳代の子の組み合わせに

よる生活問題。高齢者である親が、ひきこもり

状態などにある単身・無職の子を支えている

家庭で、背景には家族や本人の病気、親の介

護、離職、経済的困窮や人間関係の孤立など

複合的課題を抱え、地域からの孤立の長期化

など社会的な課題として顕在化している。 

 

● ピアサポート 

自分の疾病や障害の経験を活かし、大切に

しながら行う様々な活動のこと。同じ疾病や障

害がある仲間に対する活動や、地域や区民等

に対する疾病や障害についての理解促進のた

めの活動などがある。 

 

● フレイル 

加齢に伴い、体力や気力が低下し食欲や活

動量が低下して虚弱になっていく状態。 

 

● ヘルスリテラシー 

健康に関する情報を探し出し、理解して、意

思決定に活用し、適切な行動に繋げる能力の

こと。ヘルスリテラシーが高い人は、適切な健

康行動をとりやすく、その結果、疾病にかかり

にくく、かかっても重症化しにくいことが知られ

ている。 

 

● 防災塾 

「発災後 72 時間は地区の力で乗り切る」を

スローガンとして、平成２６年度より各地区に

おいて、災害時に想定される課題の発見とそ

の対応策を検討し、地区防災計画案の作成を

行い、その後の検証・取り組みを実施している。 

 

● ポピュレーションアプローチ 

疾患を発症しやすい高いリスクを持った個

人に対象を絞り込んだ予防方法をハイリスク

アプローチということに対し、対象を一部に限

定しない、集団全体に対する予防方法。 

 

● ボランティアビューロー 

ボランティア活動をしようとする方とその力

を必要とする方からの相談を受けて、よりよい

出会いをコーディネートする地域の活動拠点。

学習会や各種講座を開催し、活動を応援する

とともに、地域の支え合いの輪が広がるように、

ボランティアに関わる方が集う交流の場をつく

る。 

 

（ま） 

● ミニデイ 

サロン活動を基本に、会食、レクリエーショ

ン、健康体操など心身機能の維持や寝たきり

予防等を目的に加えた活動。 

 

● 民生委員・児童委員 

民生委員は、民生委員法に基づき厚生労働

大臣から委嘱された非常勤の地方公務員のこ

と。住民の立場に立った相談・助言・援助を行

い、関係機関と協力して、社会福祉の推進を

目指し、自主的・主体的な活動を行っている。

児童委員も兼ねていて、児童福祉の向上にも

努めている。児童委員は、地域の子どもたちを

見守り、子育ての不安や妊娠中の心配事等の

相談を行う。 
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（や） 

● ヤングケアラー 

家族の介護その他の日常生活上の世話を

過度に行っていると認められる子ども・若者。 

 

● 要保護児童対策地域協議会 

要保護児童の適切な保護、支援等を行うた

め、子どもに関係する機関等により構成される

子どもを守る地域ネットワークのこと。世田谷

区では「要保護児童支援協議会」と呼称してい

る。 

 

（わ） 

● 若者総合相談センター「メルクマールせた

がや」 

世田谷若者総合支援センター内にあり、

様々な理由から社会との接点を持てず、社会

的自立に向けた一歩を踏み出すことができな

い、ひきこもりなどの生きづらさを抱えた若者

等の支援を目的としている。令和４年度、世田

谷ひきこもり相談窓口「リンク」の開設に伴い

年齢上限を撤廃し、中高生世代以上の世田谷

区民の方・その家族を対象に、ひきこもり等悩

み相談、社会参加へのきっかけ作り、各種セミ

ナー、各種プログラム等を実施している。 

  


